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１．はじめに

　新幹線電車の高速化あるいは高減速度化を図るには，
より速やかに，なおかつ停止距離を現状よりも短縮する
ことが求められる。車両を減速させるためのブレーキ力
は，台車に搭載された基礎ブレーキ装置（ディスク，キャ
リパ，パッド）により得られるが，根本的な減速原理と
してレール／車輪間に働く粘着力（車両の前後方向）に
依存しており，これを粘着方式と呼ぶ。
　レール／車輪間の粘着力の振る舞いとして，雨天時の
粘着力は晴天時に比べて低下することが知られている１）。
このため，ブレーキ力の設計や制御では，低下する粘着
特性（以下，湿潤計画式）を考慮した安全側の設定とし
ているが，レール／車輪間に働く粘着力をより一層高め
ることができれば，基礎ブレーキ装置の性能向上を図る
ことが可能となる。
　増粘着装置として既に実用化されているセラミック噴
射手法２）は，レール／車輪間に硬質粒子を供給して増
粘着を図るものである。編成中に複数軸設置され，その
増粘着効果はレール湿潤条件（雨天を模擬）では概ね 3
両目まで発揮されると報告されており，実車両の走行試
験３）においてもその効果を確認している。
　降積雪の多い上越新幹線では，様々な雪の問題につい
て，気象条件や取水条件などを検討したうえで軌道の散
水消雪装置４）を導入した結果，氷雪条件から湿潤条件

へと環境が変化したことにより低粘着の抑制が図られて
きたものと考えられる。これに対して，散水消雪装置を
持たない軌道（貯雪構造）の整備新幹線では，レール氷
雪条件に加え，これまで以上の豪雪地域を高速で走行す
るため，さらに低粘着の懸念が高まるものと考えられる。
　自動車分野では路面氷雪（凍結）条件の知見が数多くあ
り，特殊なトレッドパターン５）を有するスノータイヤやス
タッドレスタイヤが実用化されている。一方，鉄道車両で
は車輪交換が容易でないこと，車輪踏面にタイヤのような
トレッドパターンを形成できないことに加えて，一部限定
的な条件下での実験結果６）はあるものの，レール氷雪条件
に対する一般的な知見は，国内外でほとんどみあたらない。
　そこで本稿では，懸念されるレール氷雪条件下（降積
雪環境下）における低粘着への対策方法を検討するにあ
たって，低温下でのレール／車輪間の粘着特性を実験的
に調べるとともに，新たな増粘着手法を開発したので，
これらについて報告する。

２．降積雪環境下を模擬した 2 円筒粘着試験

　鉄道総研所有の車輪・レール高速接触疲労試験装置を
用いて，降積雪環境下を模擬した 2円筒粘着試験を実施
した。各種条件を表 1および表 2に示す。
　試験の様子および結果を図 1に示す。前述の湿潤計画
式はレール湿潤条件の下限で計画された粘着係数であ
り，V（km/h）を速度として，μ＝13.6/（V＋85）で与え
られ， 常用最大ブレーキ 7ノッチ（以下，B7N）に相当
する。また，同図には各試験条件（A～D）における結
果と，それぞれ最小二乗法により μ＝b/（V＋a）の形で
求めた近似曲線を併せて示す。
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　速度の増加に伴い近似曲線は，A＞湿潤＞B≧C＞Dの
順で粘着係数が低下する傾向がみられ，Bおよび Cは常
用ブレーキ 6ノッチ（以下，B6N），Dは常用ブレーキ
4ノッチ（以下，B4N）に高速域で漸近し，B7Nに対す
る低下割合は前者（B，C）で約 10%，後者（D）で約
40%と推測されたことから，レール湿潤条件よりもレー
ル氷雪条件の方がより低粘着である可能性が示唆された。
　以上のことから，本研究ではセラミック噴射装置の他
に，粘着に寄与する要因７）８）として知られている車輪踏
面の温度と粗さに着目した車輪毎の増粘着手法につい
て，図 2に示す踏面清掃装置と増粘着研摩子（以下，現
用品）の機能を高め，冬季の降積雪環境下におけるレー

ル／車輪間の粘着性能向上を目的とした。

３．車輪踏面温度のシミュレーション

3. 1　車輪残留応力と解析条件
　セラミック噴射装置や研摩子は，車輪踏面（以下，踏
面）粗さの増大を目的とするものであり，レールや踏面
の温度上昇を目的とした機能あるいは材料や装置は未だ
に導入されていない。その理由として，踏面の温度上昇
による様々なリスクへの懸念が挙げられる。
　新幹線電車の車輪は，割損対策として製造時にリム部
の熱処理を行っており，リム部円周方向の残留応力（約
200MPa）が規定されている。また，0系新幹線電車の
開発にあたっては，踏面形状の維持が高速安定走行に必
須であることから，踏面に過大な摩擦熱が入らないよう
ディスクブレーキ方式が当初から採用されている。
　したがって，一層の増粘着性能を得るには，踏面粗さ
を増大しながらも踏面の温度上昇を極力抑える新たな研
摩子が必要である。そこで，踏面温度とリム部円周方向
応力の変化量についてシミュレーションを行った。
　ソルバは NASTRANを用い，弾性域の解析を以下の
条件で行った。2次元で表現した踏面に対し，摺動する
研摩子による 3種類の入熱範囲（17.5，35，70mm）と
以下の 3種類の入熱パターンをそれぞれ設定した（図 3）。
　①：踏面入熱
　②：踏面入熱＋車輪板部 100℃
　　　（空制非常ブレーキの停止後を想定）
　③：踏面入熱＋輪重 60kN＋横圧 48kN
　　　（脱線係数の目安値 0.8を想定）
　ブレーキ開始の 1秒後に入力熱量が最大値に達し，以
後 200秒で 0W/mm2となるように線形変化させた条件

表１　供試体および試験条件

表２　温度および介在物の条件

図１　試験の様子および試験結果

図２　踏面清掃装置および増粘着研摩子

図３　シミュレーションモデル（直径 860 ㎜）
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において，リム部の円周方向応力が引張側にそれぞれ 1，
50，100MPa変化した際の踏面最高温度を評価した。

3. 2　解析結果
　解析結果を図 4に示す。入熱パターン①の場合，17.5mm
条件では円周方向応力が 100MPa増加した際の踏面最高
温度は 750℃と推定された。35mm条件では円周方向応力
が 50MPa増加した際の踏面最高温度は 860℃と推定され，
最も応力が小さい条件であった。70mm条件では円周方向
応力が 100MPa増加した際の踏面最高温度は 410℃と推定
された。
　入熱パターン②の場合，17.5mm条件では円周方向応
力が 100MPa増加した際の踏面最高温度は 986℃と推定
された。35mm条件では円周方向応力が 20MPa増加した
際の踏面最高温度は 863℃と推定され，最も応力が小さ
い条件であった。70mm条件では円周方向応力が 100MPa
増加した際の踏面最高温度は 474℃と推定された。
　入熱パターン③の場合，17.5mm条件では円周方向応
力が 100MPa増加した際の踏面最高温度は 756℃と推定
された。70mm条件では円周方向応力が 100MPa増加
した際の踏面最高温度は 412℃と推定された。ただし，
35mm条件では 1000℃を超えたため，除外した。
　次に，円周方向応力の上限値を策定する台上試験を実
施した。研摩子を非動作とした条件で，ディスクとパッ
ドによる空制の非常ブレーキを掛けた際の結果を図 5に
示す。ブレーキ中の変化量の傾向から上限値を 50MPa
とし，さらに最も踏面温度が低くなる条件として入熱範

囲 70mmを仮定すると，踏面温度は最高で 225℃以下に
抑える必要があり，これを踏面温度上昇の参考値とした。

４．鋳鉄系研摩子の開発

4. 1　台上試験による評価
　鋳鉄系および焼結系の研摩子を試作し，実物大車輪を用
いた台上試験（高速摺動試験，粘着試験 100km/h）により
合成系の現用品と比較した。初速度は 5種類（260，300，
320，360，400km/h），押付力は 2種類（750，1500N，※
現仕様は 500N）の条件で，各種温度，踏面粗さ，円周方
向応力の変化量を評価した結果を図 6に示す。
　図中の記号（◎，○，△，×）は試験結果の判定を便
宜的に表し，優，良，可，不可である。評価項目のうち，
踏面の最高温度，踏面粗さおよび応力の変化量に着目し，
優位な鋳鉄系研摩子（以下，開発品 A）の 750Nを選定
した。なお，2円筒転動試験機を用いた粘着係数は現用
品で 0.14，開発品 Aで約 1.1倍となる 0.15であった。
　押付力 1500Nを得るには踏面清掃装置を新造する必要
があり，必然的に重量増加（現用 7.9kgに対して 9.4kg）
を招くことになる。一方，700N程度の場合には車両の踏
面清掃装置の圧力を調整するだけの軽微な変更で済み，
導入が容易となる。したがって，現用の踏面清掃装置と
の組み合わせを前提に開発を進めることとした。

4. 2　走行試験による評価（非降積雪期）
4. 2. 1　仮設概要
　2円筒転動試験機を用いた台上粘着試験の最高速度は
100km/h程度であるため，200km/hを超える新幹線電車
の粘着性能を評価するには，実車両を用いた走行試験を
行う必要がある。そこで，供試編成の中間車の 1台車 4
車輪に供試体を搭載した走行試験を非降積雪期に実施し
た。なお，試験は現用品，開発品 Aの順序とした。

図４　円周方向応力および踏面最高温度の解析結果

図５　円周方向応力の台上試験結果

図６　実物大台上試験の比較結果
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　粘着特性を調べるには，レール／車輪間の低粘着条件
を人為的に作り出す必要がある。そこで，陳らの研究８）

を参考に，大きな滑走を多発させる方法として低温散水
（5℃，5ℓ/min/車輪）を 1軸に行った。さらに，正確
な空制ブレーキ力（摩擦力）を求める方法として，キャ
リパブラケットに生じる歪値とトルクの関係を予め台上
試験機で較正する方法を新たに考案した（特許取得済）。
　踏面清掃装置の動作は外付制御装置で行い，制御則は
現仕様とした。供試体内部の上下に熱電対を埋め込むと
ともに，高速回転する踏面温度分布の観察には，台車に
搭載可能な超小型サーモカメラシステム９）を用いた。
4. 2. 2　試験方法および条件
　従来の粘着試験では，編成惰行中に評価する 1軸のブ
レーキシリンダ圧力をのこぎり波状に繰り返し与えて強
制的に滑走させる方法であるが，近年の車両ではシステ
ム上，従来の方法を適用できない。このため，本試験で
は評価対象号車のブレーキ力を高めに設定し，非常ブ
レーキを作用させた。また，第 1軸を先頭として初速度
260から 230km/hまで編成減速ブレーキ（セラミック
噴射なし）を行った。なお，押付力が 500，700Nとな
るように踏面清掃装置の圧力調整弁で設定した。
4. 2. 3　試験結果
　滑走状態の例を図 7に，試番数に対する滑走発生率と
ブレーキ力を緩める排気弁の動作率の結果を図 8に，基
準軸との速度差が 1km/h以上になった瞬間を滑走開始
と判断して求めた粘着係数の結果を図 9に，踏面粗さお
よび供試体温度の結果を図 10にそれぞれ示す。
　いずれの条件も，第 1軸の滑走発生率はほぼ 100%で
あった。第 2軸は現用品で 70～100%，開発品 Aで 0%
であり，排気弁の動作率も同傾向であったことから，開
発品 Aの平均ブレーキ力は現用品の約 1.1倍となった。
　第 1軸の速度 250km/h以上における下限値で粘着係
数の大小を比較すると，開発品 A（500N）≒開発品 A
（700N）＞現用品（700N）≒現用品（500N）の順であり，
開発品Aによる水切り効果や増粘着効果が顕著に表れた。
　踏面粗さは開発品Aの 700Nが最も大きく平均で 0.73µm
を示し，現用品の約 1.3倍であったが，目標とするセラミッ
ク噴射後の粗さ1.0µmに達しない他，鋳鉄が踏面へ移着し
た凸状粗さによる転動騒音への懸念がある。さらに，滑走
しなかった第 2軸の供試体温度が最大で 100℃を超えるな
ど，金属材に起因する課題が残った。なお，踏面温度は約
40℃であり，参考値を下回った。

５．合成系研摩子の開発

5. 1　開発コンセプト
　開発品 Aの課題である踏面粗さの生成能力，騒音懸
念および供試体の温度上昇を解決するため，以下に示す

図７　滑走状態の比較

図８　滑走発生率および排気弁動作率の結果

図９　粘着係数の結果

図 10　踏面粗さおよび供試体温度の結果
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コンセプトに基づき合成系研摩子（以下，開発品 B）の
開発を進めた。
・ 強度，粗さの生成能力，耐かじり鉄片の配合組成 
および成型体構成は現用品に準拠
・ 硬質金属の充填割合増加，バインダの樹脂量調整 
摺動面の活性化促進，粗さの生成能力向上
・ 温度上昇による水切り性能と増粘着性能の向上 
金属材および繊維材による熱伝導性の向上
・開発品 A（2.8kg）より軽量化，現用品と同等

5. 2　台上試験による評価
5. 2. 1　試験条件
　台上試験では回生ブレーキにより，現実的なランカー
ブを模擬した高速摺動試験と粘着試験および騒音試験に
よる比較評価を行った。各種条件を以下に示す。
・高速摺動試験　各 3回
　速度 300→ 30km/h，押付力 700N
・粘着試験（4.1節と同じ）各 3回
　速度 100km/h，押付力 700N，低温散水 50mℓ/min（5℃）
・騒音試験　正転逆転各 1回
　速度 260，360，400→ 70km/h，押付力 700N
5. 2. 2　試験結果
　高速摺動試験および粘着試験の結果を図 11に，騒音
試験の結果を図 12に示す。開発品 Bは現用品に比べて，
供試体温度は約 1.4倍に，踏面温度は約 1.1倍に抑えら
れており，開発品 Aよりも同等もしくは低い値を示した。
さらに，踏面粗さは約 1.7倍に，粘着係数は約 1.4倍に
増大し，高い増粘着効果が見込まれる。
　騒音は供試体から正対して 1500mm離れた位置で測定
した。開発品 Bは現用品と同等レベルもしくはそれ以下
であり，開発品 Aよりも大幅に低減することを確認した。

5. 3　走行試験による評価（降積雪期）
5. 3. 1　試験条件
　粘着性能を評価する走行試験では，試験期間の天候が
必ずしも降積雪条件とは限らないため，非降積雪期に人
為的な散水を行い実施している。冬季の粘着特性に関す
る知見が少ないのはこれらの理由に因るものである。
　このため，本研究では実際に自然降積雪環境下を走行
する際の性能評価を行うこととした。なお，試験仮設の
内容は 4章で実施した走行試験と基本的には同様である。
ただし，低温散水は 5℃，2ℓ/min/車輪とし，編成停止
ブレーキ試験を実施した。主な条件は以下の通りである。
・初速度：160，260，275，320km/h
・ノッチ：電制非常ブレーキ
　　　　　空制非常ブレーキ
　　　　　電制常用最大 7ノッチブレーキ
　　　　　空制常用最大 7ノッチブレーキ

・押付力：500N，700N
・セラミック噴射：なし
 5. 3. 2　試験結果
　試番数に対する滑走発生率および踏面粗さの結果を図
13に示す。開発品 Bは現用品に比べて滑走回数が大幅
に少ない傾向を示し，700Nが優位であった。踏面粗さは，
現用品では押付力の違いによる差異はなかった。一方，
開発品 Bでは 700Nが最も大きく，平均で現用品の約 1.4
倍となる 0.83µmであり，目標とする 1.0µmに近づいた。
　図 14は超小型サーモカメラシステムを用いた踏面温
度分布の観察結果例である。いずれも転動部付近の摺動
幅（発熱部分）は 500Nよりも 700Nの方が広い傾向を
示し，最も広い開発品 Bの 700Nでは，効果的に転動部
の粗さを生成しているものと考えられる。踏面温度は氷
雪や外気温の影響を受けて概ね 30℃程度となり，踏面
への熱影響や車輪応力へ影響は小さいものと考えられる。
　供試体温度および摩耗量の結果を図 15に示す。本試
験は編成停止ブレーキであり，短時間の減速を繰り返す
粘着試験よりも踏面清掃装置の動作時間が長くなる，さ
らに ATCブレーキも供試体のベース温度を底上げする
働きを担うことになる。これらの影響を踏まえても開発
品 Bは現用品より高い温度を示した。顕著な温度上昇
は増粘着に寄与する反面，耐摩耗性の悪化が懸念される。
　踏面清掃装置の動作ロジックは，ある速度以上で走行
中に，ブレーキ指令（全てのノッチ）を受けて動作（間
欠）を開始するものである（以下，現行パターン）。そ
こで，ATCブレーキのノッチ頻度を分析し，摩耗量を

図 11　高速摺動試験および粘着試験の結果

図 12　騒音試験の結果
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低減する方策として以下に示すノッチ制限を検討した。
・B4N以上で動作を開始（以下，B4N制限）
・B6N以上で動作を開始（以下，B6N制限）
　ノッチ制限により動作時間は，現行パターンに比べて
B4N制限で約 10%，B6N制限で約 30%減少したが，摩
耗量は現用品に比べて B4N制限で約 10倍，B6N制限
で約 4倍となった。このため，開発品 Bの 700Nでは踏
面清掃装置の動作パターンを抜本的に見直す必要がある。

5. 4　摩耗対策の台上試験
5. 4. 1　動作パターンの策定
　動作パターンのイメージを図 16に示す。現行パター
ンは，ブレーキ指令（全てのノッチ）に連動して圧着と

緩解を交互に繰り返す間欠動作を行い，予め設けられた
速度帯毎にそれぞれ異なる時間のパラメータが設定され
ている。例えば，現行パターンの速度 V1～V2では，
ON時間 T1と OFF時間 T2の組み合わせで間欠動作を
行う。したがって，速度帯を跨いで減速する際には，隣
り合う 2つの設定が連続的に動作する場合があり，結果
として動作時間が長くなって摩耗に影響することになる。
　このため，対策パターンとして，高速側の速度 V3を
撤廃し，在来線の速度帯と新幹線の速度帯に二分した。
この他，ATCブレーキによる入駅を想定した B6Nまで
の制限（B6N以下で動作）を低速側に，粘着力不足を
想定した B7N制限（B7N以上で動作）を高速側にそれ
ぞれ設けることとした。
　次に，摺動トルクの時間変化から，粗さ生成フェーズ
（高いトルクを維持）と摩耗フェーズ（トルクが急減）
の境界を見極め，粗さ生成の最小圧着時間 T6を見出し，
これをベースに対策パターン①を策定した。対策パター
ン②および対策パターン③の ON時間は，それぞれ対策
パターン①の約 2倍，約 3倍に相当し，総合的な動作時
間は対策パターン①が最短で，現行パターンが最長である。
5. 4. 2　試験条件
　以下に示す条件において，実物大車輪を用いた台上試
験を実施し，踏面粗さと摩耗量の比較評価を行った。
・高速摺動試験　各 10回
　速度： 260→ 70km/h，360km/h→ 70km/h（回生ブレーキ）
　押付力：500N（現用品），700N（開発品 B）
　動作パターン：現行パターン
　　　　　　　　対策パターン①
　　　　　　　　対策パターン②
　　　　　　　　対策パターン③
5. 4. 3　試験結果
　踏面粗さおよび摩耗量の現用品比の結果を図 17に示
す。踏面粗さはいずれのパターンも現行パターンに比べ
て 1.2倍以上の値を維持した。摩耗量は動作時間が長い
ほど増大し，対策パターン①で目標とする約 2倍，対策

図 13　滑走発生率および踏面粗さの結果

図 14　踏面温度分布の観察結果例（300km/h 時）

図 15　供試体温度および摩耗量の結果

図 16　動作パターンのイメージ
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パターン②で約 4倍，対策パターン③で約 6倍であった。

5. 5　走行試験による対策の検証（降積雪期）
5. 5. 1　試験条件
　摩耗の対策効果と粘着性能を評価するため，自然降積
雪環境下での走行試験を実施した。試験仮設は 5.3節で
実施した内容と基本的には同様であるが，これまでの台
車単位による評価では，各供試体の試験時期が異なって
おり，厳密には同一の気象や環境条件ではなかった。
　そこで，本走行試験では，1軸に現用品（押付力 500N，
現行パターン）を，もう1軸に開発品 B（押付力 700N，
対策パターン①→対策パターン②→対策パターン③の順で
実施）を搭載し，両者の同時刻評価を行うこととした。また，
低温散水は氷雪よりも温度が高く，巻き上げや巻き込みに
よる低粘着への影響を抑えてしまう可能性を踏まえて実施
しないこととし，レール／車輪付近を観察する特殊なカメ
ラを台車に取り付けて走行環境を把握した。
5. 5. 2　試験結果
　走行中における観察カメラの映像例を図 18に示す。
映像からは，氷雪の猛烈な巻き上げと巻き込みが生じて
いるのが分かる。すなわち，レール／車輪間には大量の
氷雪が供給・介在しており，低粘着の状態にあるものと
推測される。測定チャート例を図 19に示す。現用品で
は，空転と滑走が比較的多くみられる傾向がある。
　試番に対する滑走発生率の結果を図 20に示す。開発
品 Bは現用品に比べていずれのパターンにおいても再
粘着傾向が強く，滑走発生が約 15～20%抑制された。
　粘着係数の結果を図 21に示す。以降は紙面の都合で
対策パターン②についてのみ掲載し，他の対策パターン
については結果のみ言及する。自然降積雪環境下では，
湿潤計画式を下回る低粘着傾向を示す場合（貯雪区間，
外気温－8℃程度，湿潤計画式より 20%低下）があるこ
とが分かった。近似曲線で両者を比べると，対策パター
ン①および対策パターン②ではほぼ同等であった。対策
パターン③では開発品 Bの方が若干優位であった。
しかし，粘着係数は前述した通り，滑走し始めの点デー
タの集合である。すなわち，一点の瞬間的な現象を表し

ており，必ずしも動的に変化する連続的な粘着現象を表
すものではない。そこで，編成速度に対する各軸速度の
比で表されるすべり率に着目した評価を行った。
　図 22はすべり率を速度 5km/h毎に平均した対策パ
ターン②の結果である。開発品 Bの現用品に対する比
をみると，対策パターン①では約 30～70%の減少，対
策パターン②では約 30～90%の減少，対策パターン③
では約 40～80%の減少をそれぞれ示しており，いずれ

図 17　踏面粗さおよび摩耗量の結果

図 18　レール／車輪間の映像例（220km/h 時）

図 19　空転・滑走の測定チャート例

図 20　滑走発生率の結果

図 21　粘着係数の結果（対策パターン②）
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も開発品 Bによる滑走の抑制効果がみとめられる。特
に高速域では動作時間の長い順で効果が高い傾向を示し
た。このように，すべり率が抑制されることで，滑走再
粘着制御における滑走検知の頻度を減じ，その後の緩め
動作によるブレーキ力の低下を抑え，停止距離の短縮す
なわち高減速化に寄与することが期待できる。
　踏面粗さおよび摩耗量について，現用品比の結果を図
23に示す。対策パターン②の踏面粗さは現用品の約 1.3
倍であり，氷雪介在下でも摺動できたものと考えられる。
また，摩耗量は約 2.2倍であり，5.4節の台上試験結果
と概ね整合する結果であった。
　供試体および踏面の温度の結果を図 24に示す。供試
体温度は，開発品 Bでは動作時間が長いほど温度が高
まる傾向があり，特に対策パターン③は摩耗量に直接的
な影響が出たものと考えられる。一方，踏面温度は両者
で同等の値を示したことから，踏面への熱影響や車輪応
力へ影響は小さいと考えられる。
　以上の結果から，対策パターン②は増粘着効果と耐摩
耗性を兼ね備えた機能を有していると考えられる。

６．まとめ

　本研究では，レール湿潤条件下よりも低粘着が懸念さ
れるレール氷雪条件，すなわち降積雪環境下における粘
着性能を高め，なおかつ導入容易な合成系の増粘着研摩

子を開発した。また，増粘着効果と耐摩耗性を兼ね備え
た踏面清掃装置の動作パターンを提案した。
　将来的に，踏面清掃装置の制御仕様に線区や時期を加
味し，降積雪の多い線区とその期間には対策パターン②
を，それ以外にはさらに短い動作パターンを設定にする
ことで，摩耗量が平準化されて通年の使用が期待できる。
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１．はじめに

　直接基礎には，地震時にフーチングの浮き上がりや支
持地盤の塑性化により構造物が長周期化し，く体に入力
される応答加速度が頭打ちとなる免震特性と類似した効
果（以下，基礎免震効果と呼ぶ）があり１）など，橋りょう・
高架橋などの大断面化を抑制できる可能性がある。一方，
地盤が軟弱な箇所で一般的な基礎工法の 1つである杭
基礎では，通常，杭頭とフーチングを剛結するため，地
震時に慣性力による水平力が杭頭に作用する。その結果，
杭頭に相応の耐力が必要となり，杭頭部の過密配筋がし
ばしば問題となる。さらに，基礎免震効果が期待できな
いため，く体の大断面化につながる。そこで，軟弱地盤
上で鉛直支持性能を確保しつつ直接基礎を構築し，応答
加速度の頭打ち効果や杭の小径化を期待する手法とし
て，杭頭とフーチングを分離する手法が提案されている。
例えば西村ら２）は，軟弱地盤の一部に改良杭を設置し
た直接基礎橋脚の地震応答を模型振動実験により検討
し，同構造が基礎免震効果と鉛直支持性能を有すること
を確認した。一方，この実験では，入力加速度が大きく
なると改良杭が折損して残留沈下が生じた。この結果は，
単にフーチングと杭を切り離すだけでは，端部杭に応力
集中の懸念があることを示している。
　以上の背景を踏まえ，著者らは図 1に示す「小径杭併
用土のう基礎」（以下，提案構造）を提案している３）など。
提案構造は，小径杭を打設し，杭頭上に土のうを敷設し
て疑似的に直接基礎を構築するものであり，杭頭とフー

チングは土のうを介して絶縁し，杭頭と土のう，フーチ
ングと土のうについても非接合としている。これにより，
フーチングの浮き上がりによる基礎免震効果，杭頭接合
構造の省略，杭頭の水平力の抑制による杭の小径化が実
現できる。また，本工法ではフーチング下に「土のう」
を敷設することに特徴がある。土のうは鉛直方向の圧縮
変形に伴って土のう袋に張力が発生し，中詰め材を拘束
するため，中詰め材を単独で圧縮した場合に比べて圧縮
耐力や圧縮剛性が高まる４）。こうした特性を有する土の
うは適度な剛性を有し，地震時のフーチング直下の応力
条件下でも過度な塑性化が生じにくいため，「緩衝材」
として杭への応力集中を緩和することが期待できる。な
お，提案構造で用いる土のうとしては，十分な圧縮耐力
および圧縮剛性が期待できるジオテキスタイル土のう５）

を想定している。
　著者らはこれまで，重力場の模型振動台実験やその再
現解析により，提案構造の基礎免震効果や土のうの敷設
効果について検討してきた３）。一方，提案構造の実用化
に向けては，提案構造の実応力での応答メカニズムの解
明や，杭基礎などの従来の基礎形式との得失の比較が必
要と考えられる。小型の模型振動台実験では応力レベル

小径杭と土のうを併用する基礎を適用した橋脚の地震応答解析
土井　達也＊　　室野　剛隆＊＊　　張　　　鋒＊＊＊

Seismic Response Analysis of Piers with Foundation Composed of Micropiles and Soilbags

Tatsuya DOI　　Yoshitaka MURONO　　Feng ZHANG

　In this paper, the authors propose a new type of foundation, which is a combination of micropiles and soilbags. 
The proposed foundation is characterized by laying soilbags on the pile head and constructing structures on the 
soilbags. The effects by the adoption of the new foundation are expected to result in the omission of joint 
between piles and a footing, a reduction of diameter of piles, and a reduction of response acceleration of 
structures. In this study, seismic response evaluation method for the proposed structure with actual size was 
constructed to compare the seismic responses of the proposed foundation with those of pile foundation under the 
different conditions of input acceleration.
キーワード：土のう，小径杭，直接基礎，応答加速度，耐震性能

図１　提案する基礎構造の概要３）
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の違いから，実構造物に適用した際の地震応答の評価に
ついては限界があると考えられる。
　そこで本研究では，実規模の提案構造の応答値評価モ
デルを構築し，従来の杭基礎や，杭頭とフーチングを切
り離し，杭頭に土のうを敷設していない基礎（以下，杭
頭絶縁基礎と呼ぶ）とあわせて動的応答を試算すること
により，提案構造の動的応答メカニズムや効果を明らか
にする。

２．比較検討の概要

2. 1　検討対象構造物
　検討対象構造物を図 2に示す。本検討では，提案構造
（図 2（a））と，小径杭のみを設置し，杭頭とフーチング
を分離した杭頭絶縁基礎（図 2（b）），杭基礎（図 2（c））
について検討した。上部工の形式は，起点方は RC単純
T形桁（L＝20m），終点方は RC単純 T形桁（L＝15m）
とし，支承はゴム支承（起点方：可動，終点方：固定）
とした。地盤条件は図 3に示すように，埋め戻し土とし
て N値 2の砂質土が 2.7m，表層地盤として N値 10の
粘性土が 10m存在する条件とした。検討に用いた地盤パ
ラメータを表 1に示す。入力地震動は鉄道構造物等設計
標準・同解説　耐震設計６）に記載の G1地盤（基盤）に
対する L2地震動スペクトル II（以下，L2SpII波）およ
び L1地震動とし，耐震設計上の基盤面より入力した。
ただし杭頭絶縁基礎については L2SpII波のみ検討した。
検討は線路直角方向に対して行った。土のうの部分は，
土のう袋にジオテキスタイル，中詰め材にM-30粒調砕
石を使用した幅 900mm×奥行き 900mm×高さ 150mm
の土のうを鉛直方向に 10段積層し，さらに外側からジオ
テキスタイルで一体化して構築することを想定した。ま
た，杭諸元については，図 2の（a）提案構造および（b）
杭頭絶縁基礎と，（c）杭基礎で杭断面，杭本数が異なる
ことから，構造物の死荷重に対する鉛直支持力の照査値
が同等程度となるように設定した。提案構造では，杭の
例として杭径 300mmの PHC杭（A種，プレストレス
4N/mm2）を 25本配置し，施工法は打ち込み工法とした。
なお，PHC杭の杭頭には，土のうの全幅に均等に荷重が
作用するよう，直径 900mmのプレートを設置すること
を想定した。杭頭絶縁基礎では，土のうの有無による提
案構造との比較の観点から，提案構造と同じ杭を使用し，
杭長を土のうの厚さ 1500mm分だけ長くした。杭基礎構

図２　検討対象構造物

図３　地盤条件

表１　検討に用いた地盤のパラメータ
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造では，杭径 1000mmの場所打ち杭（オールケーシング
工法，自然泥水）を 9本配置した構造とした。

2. 2　解析モデル
　提案構造のモデル化においては，今後の設計実務への
展開を考慮し，実績のある地盤・構造物一体型の梁ばね
モデルを用いた動的解析によることとした。図 4に解析
モデルを示す。また，動的解析とは別に，地盤変位を考
慮せず，慣性力作用に対する荷重－変位関係や損傷過程
を把握することを目的として，プッシュ・オーバー解析
を実施した。プッシュ・オーバー解析は，図 4における
土柱を固定とし，水平震度を漸増載荷する静的非線形解
析により行った。
　提案構造において，実現象では土のう下面と接する杭
間地盤が抵抗力を発揮する可能性もあるが，杭間地盤は
地震時に揺すり込み沈下する可能性があることや，杭基
礎や杭頭絶縁基礎の応答解析では，図 4（b），図 4（c）に
示すように，一般的な梁－ばね系モデルによる応答解析
と同様に杭間地盤の影響を評価していないことから，本
検討では土のう下面の杭間地盤の効果は考慮しない。ま
た，土のうについては，土のうの応力を評価する目的で，
平面ひずみ要素でモデル化した。個々の土のうは緊密に
一体化され，一体挙動すると考え，土のう間の相互作用
を無視した。土のうの物性は，既往検討７）で評価した鉛
直応力－鉛直ひずみ関係（図 5参照）と概ね等価となる
弾性体とした。土のうの変形係数は図 5に示す通り，自
重荷重に対する土のうの変形係数を E1，自重荷重からの
荷重の変動に対する変形係数を E2とし，それぞれ鉛直
応力－鉛直ひずみ関係の割線勾配より E1＝4750kN/m2，
E2＝30000kN/m2とした。ただし，実現象では，圧縮試
験と異なり土のうに作用する圧縮力が一様にならない影

響，隣接する土のうの影響，土のうに圧縮力とせん断力
が同時かつ繰り返し作用することによる剛性低下や残留
ひずみによる影響が考えられるが，本検討の土のうのモ
デルではこれらを評価できない。この影響については，
今後検討が必要である。中詰め材の単位体積質量は，圧
縮試験と同じ値として，1.8t/m3とした。また，図 4（a）
で，土のう一体化用ジオテキスタイル（引張変形係数
980kN/m，引張耐力 69kN/m）はトラス要素でモデル化
し，土のう節点とは密着条件とした。なお，本モデルに
おいて，く体および小径杭はフーチングの奥行き 7.5m
分を考慮していることから，土のうの単位体積重量，土
のうの剛性，土のう一体化用ジオテキスタイルの剛性お
よび引張耐力は 7.5倍の値を実際の入力値とした。
　提案構造の土のうとフーチングおよび，土のうと杭の
境界面は，図 6に示すジョイント要素でモデル化し，鉛
直方向の接触・剥離や，水平方向の滑動（水平力の上限
値を超過した際と，鉛直方向に剥離が生じた際）を表現
した。水平力の上限値は c＋Fn tanϕとした。ここで，Fn

は鉛直力である。ϕは摩擦角で，提案構造と杭頭絶縁基
礎での構造形式の違いや，施工方法等に依存すると考え
られるが，現時点では十分な知見がないため，既往の模

図４　解析モデル

図５　土のうの変形係数の設定
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型振動台実験の再現解析３）を参考に 45℉と仮定した。c

は粘着力で，ゼロに近い値に設定した。
　図 7に橋脚基部および杭の非線形特性を示す。非線形
特性の設定においては，橋脚基部，杭とも，自重による
初期軸力における骨格曲線を鉄道構造物等設計標準・同
解説　耐震設計６）に基づいて設定し，履歴ルールは
Clough型モデルを適用した。橋脚基部の骨格曲線の非線
形性はM-θ関係でモデル化し，ひび割れ（C），降伏（Yb），
最大耐力（M）点を結ぶトリリニアモデルでモデル化し
た。PHC杭はM-ϕ関係でモデル化し，ひび割れ（C），
降伏（Y）点を結ぶバイリニアモデルでモデル化した。
場所打ち杭はM-ϕ関係でモデル化し，ひび割れ（C），降
伏（Yb），最大耐力（M）点を結ぶトリリニアモデルでモ
デル化した。また，PHC杭の杭頭に設置するプレートは，
本来はプレートの諸元に応じた剛性を与えるとともに，
プレートの耐力照査等も行う必要があるが，本検討の趣
旨は提案構造の地震応答の試算であることから，概略的
に十分に剛性の大きい梁部材としてモデル化した。
　杭および土のうと連結されている自由地盤は，提案構
造および杭頭絶縁基礎においては深さ 1D＝0.3mを目安
に，杭基礎においては深さ 1D＝1.0mを目安に地盤を分
割した。自由地盤の節点にはフーチング面積の 100倍
の断面積を与えた土柱を設定した。これは，構造物の応
答が自由地盤の応答に影響を及ぼさないようにするため

である。この土柱を，各杭の水平地盤ばねを介して杭と
接続した。土柱のせん断特性は GHE-Sモデル８）により
考慮した。GHE-Sモデルの規準ひずみはせん断強度と
初期せん断剛性の比から算出し，それ以外のパラメータ
は標準値９）を使用した。なお，底面の地震動入力位置
には粘性境界を設定し，反射波を吸収させた。
　自由地盤と構造物の間の相互作用ばねは図 3の地盤条
件より，鉄道構造物等設計標準・同解説　基礎構造物10）

より，水平，鉛直，杭先端，フーチング前面の地盤ばね
をバイリニア型でモデル化した。ここで，基礎の支持力
修正係数 αf＝1.0とした。杭周面の鉛直ばねは，1/β以深
において考慮した。ここで，βは杭の特性値である。
　減衰マトリクスは，初期剛性の大きいジョイント要素で
過大な減衰が発揮されるのを防ぐために，提案構造と杭
頭絶縁基礎のジョイント要素の減衰をゼロとし，それ以
外の要素に Rayleigh減衰を与える要素別 Rayleigh減衰
により設定した。Rayleigh減衰の定数 α，βは，1/4波長
則により求めた表層地盤の 1次の固有振動数（3.417Hz）
と 10Hzで減衰定数が 3%となるように，α＝0.960，β＝
7.117×10－4と設定した。ここで定数 α，βは，［C］を減
衰マトリクス，［M］を質量マトリクス，［K］を剛性マト
リクスとして，［C］＝α［M］＋β［K］と定義した。

図６　ジョイント要素の特性

図７　橋脚基部および杭の非線形特性
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2. 3　解析条件
　入力地震動は耐震設計上の基盤面より入力した。数値計
算はNewmark-β法（β＝1/4）により行った。積分間隔は
計算が安定する十分小さい値（提案構造，杭頭絶縁基礎
の全ケース，杭基礎の L1地震動の検討においては 0.001s，
杭基礎の L2SpII波の検討においては表 2の値）とした。

３．解析結果

3. 1　�固有値解析およびプッシュ・オーバー解析による
振動特性の評価

　表 3に，固有値解析による各ケースの構造物 1次モー
ドの弾性固有周期を示す。ただし，固有値解析では，ジョ
イント要素はジョイント要素の初期勾配と同じ勾配のば
ね要素に置き換えた。表 3より，提案構造の方が杭基礎
構造よりも，構造物 1次モードの弾性固有周期が長い。
これは，フーチング下に比較的剛性の低い土のうを敷設
したことによる。また，杭頭絶縁基礎と杭基礎の固有周
期がほぼ同じとなっている。これは，杭頭絶縁基礎の固
有値解析ではジョイント要素をモデル化することができ
ず，フーチングの浮き上がりによる長周期化を考慮して
いないためである。
　図 8にプッシュ・オーバー解析から得られた各ケース
の荷重－変位関係を示す。図中には部材や基礎の損傷イ
ベントを示している（◆：橋脚基部の曲げ降伏，▲：橋
脚基部の最大曲げモーメント到達，○：杭先端の支持降
伏，□：杭部材の曲げ降伏）。なお，一般的な RC部材
では，最大曲げモーメント（Mm）超過以降に荷重低下
が生じるが，本検討における橋脚基部や杭部材の骨格曲
線には，最大曲げモーメント到達後の荷重低下を考慮し
ていないため，最大曲げモーメント到達後の荷重～変位
関係は破線で示している。まず，図 8の初期勾配をみる
と，杭基礎と杭頭絶縁基礎がほぼ同じで，提案構造はそ
れより小さい。これは，表 3の固有値解析結果の傾向と
も整合している。また，図 8より，提案構造や杭頭絶縁
基礎では杭基礎と比較して，同じ水平震度での変位が大
きい。これは提案構造や杭頭絶縁基礎における，フーチ
ングの浮き上がりに伴う回転剛性の低下や，杭の支持降
伏によるものである。その結果として，提案構造や杭頭
絶縁基礎では，杭基礎に比べて地震時に橋脚の長周期化
による免震効果が大きく，く体の慣性力応答が低減する
と想定される。図 9に提案構造のフーチングの浮き上が
り状況の一例として，水平震度 0.5における変形図を示
す。水平震度の増大によって橋脚がつま先立ちになり，
最前列の杭が他の杭より大きく沈下している。また，土
のうの鉛直応力は，つま先立ちになったフーチングの直
下や杭頭直上で大きい。

3. 2　提案構造の動的応答特性
3. 2. 1　提案構造の基礎免震効果
　提案構造の応答加速度の頭打ち効果の考察にあたり，
まず橋脚の慣性力作用に影響を及ぼす地表面加速度（耐
震設計上の基盤面に入力した入力波形に対する，土柱の
地表面位置での応答加速度）について考察する。図 10に，
地表面加速度を用いた弾性加速度応答スペクトルを示
す。図中の加速度応答スペクトルは，L2SpII波（振幅 1.0
倍）に対する提案構造，杭頭絶縁基礎，杭基礎の地表面

表２　�杭基礎の L2SpII 波の検討における積分間隔の設
定値

表３　各ケースの構造物1次モードの弾性固有周期

図８　各ケースの荷重－変位関係

図９　提案構造の水平震度0.5 における変形図
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応答加速度について表示している。また，縦線は，表 3
に示した構造物の 1次モードの弾性固有周期を表してい
る。図 10より，加速度応答スペクトルは各構造でほぼ
同じであり，概ね 0.5～1.0sの周期帯で卓越しているこ
とがわかる。提案構造においては弾性固有周期が 1.0s程
度であり，さらに大地震時の構造物の損傷による長周期
化も考慮すると，今回の地震作用および構造条件におい
ては，杭頭絶縁基礎や杭基礎よりも慣性力作用が小さく
なると想定される。ただし，極端に長周期の地震に対し
ては，応答が増幅する可能性も考えられる。このような
場合における提案構造の適用性は今後の検討課題である。
　次に，入力地震動の大きさに応じた橋脚の応答加速度
の頭打ち傾向を評価するために，L2SpII波の振幅を
0.005，0.2，0.5，1.0，1.5倍に設定したケースを対象に
動的応答を比較する。なお，本研究で実施した解析にお
いて，橋脚基部で図 7（a）のM点を超える応答（図 8
の荷重－変位関係の破線部に至る応答）は生じなかった。
図 11に地表面位置の最大加速度と上部工重心位置の最
大加速度の関係を示す。図 11より，杭基礎では地表面
応答加速度に対して上部工重心位置の応答加速度が増幅
する傾向がある一方，提案構造および杭頭絶縁基礎では，
地表面応答加速度が 200～300gal程度の範囲では若干の
増幅はみられるものの，地表面応答加速度が大きくなる
にしたがって上部工重心位置の応答加速度が頭打ちにな
る傾向がある。また，いずれの地表面加速度のレベルに
おいても，提案構造および杭頭絶縁基礎の方が杭基礎よ

りも上部工重心位置の応答加速度が小さい。このような
上部工重心位置の応答加速度が頭打ちとなる傾向は，既
往の模型振動実験３）の傾向や，図 8で提案構造および
杭頭絶縁基礎において水平震度 0.4程度で頭打ちになる
こととも合致する。
　また，図 12に，L2SpII波（振幅 1.0倍）を加振した
場合の橋脚基部部材の曲げモーメント－回転角関係を示
す。曲げモーメントの最大値（絶対値）は，杭基礎の
37200kNmに対して，提案構造では 27400kNm，杭頭絶
縁基礎では 25700kNmと，杭基礎より 3割程度小さく
なっている。この傾向は，図 11の応答加速度の頭打ち
傾向（図中の赤枠で囲った結果）と対応している。これ
らは，提案構造および杭頭絶縁基礎におけるフーチング
の浮き上がりによる長周期化が原因である。
3. 2. 2　提案構造における小径杭の断面力低減効果
　提案構造と杭頭絶縁基礎で小径杭の断面力を比較し，
土のうの敷設による小径杭の断面力低減効果について検
討する。図 13に提案構造および杭頭絶縁基礎の，小径
杭の曲率分布図および曲げモーメント－曲率関係を示
す。ここで，曲率分布図は，着目要素の曲率最大時刻に
ついて作図しており，レンジは曲率の応答値が最も大き
い杭頭絶縁基礎の曲率の最大値，最小値を丸めた値とし
ている。図 13（a）（i）より，提案構造では，両端の杭で
損傷が大きい傾向がある。また，杭の深度方向にみると，
杭頭部と杭頭部より下方で応答曲率が大きい範囲がみら
れる。このうち，杭頭部の応答曲率は杭頭に設置したプ

図10　�地表面加速度の弾性加速度応答スペクトル�
（L2SpII 波，振幅 1.0 倍，減衰定数3%）

図 11　�地表面位置の最大加速度と上部工重心位置の最
大加速度の関係（L2SpII 波）

図 12　橋脚基部の部材の曲げモーメント－回転角関係（L2SpII 波，振幅 1.0 倍，時計回りが正）
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レートに作用する鉛直力の影響で生じたものであり，杭
頭より下方の応答曲率は杭頭に作用した水平力の影響で
生じたものである。杭頭より下方で，加振後の応答曲率
が最も大きい要素に対する曲げモーメント－曲率関係を
図 13（a）（ii）に示す。図 13（a）（ii）より，杭の損傷レベ
ルは降伏点（Y）をわずかに超過する程度である。一方，
図 13（b）（i）より，杭頭絶縁基礎では，杭の応答曲率は
提案構造に比べてかなり大きい。また，杭頭より下方で，
加振後の応答曲率が最も大きい要素に対する曲げモーメ
ント－曲率関係を図 13（b）（ii）に示す。図 13（b）（ii）よ
り，杭の損傷は降伏点（Y）を大きく超過していること
がわかる。このように，フーチングの直下に設置した杭
が大きく損傷する結果は，西村ら２）による模型振動実
験でも示されている。この要因として，（i）土のうを介
することで，杭頭に伝達する鉛直力や水平力が他の杭に
分散されること，（ii）土のうの前面抵抗ばねが水平力

を受け持つため，杭頭に作用する水平力が減少すること
が考えられる。
　そこで，（i），（ii）の要因がどの程度小径杭の曲げモー
メントに影響するかを考察するため，図 4（a）で土のう
の前面抵抗ばねを削除することで，（ii）の要因を取り除
いたモデルに対しても応答解析を行った。図 13（c）に，
土のう前面抵抗ばねを削除したモデルに対する結果を示
す。図 13（a）～（c）において，（a）提案構造，（b）杭
頭絶縁基礎，（c）提案構造（土のう前面抵抗なし）の応
答曲率の絶対値の最大値は，それぞれ 0.0182m－1，
0.292m－1，0.0954m－1である。（b）と（c）の比較より，
土のうの敷設による応力分散効果により応答曲率の絶対
値が約 1/3となる。さらに，（a）と（c）の比較により，
土のうの前面抵抗がない場合に比べ，ある場合では応答
曲率の絶対値が約 1/5となる。このため，土のう自体の
応力分散効果に加え，土のうの前面抵抗が杭の損傷の抑

図13　小径杭の曲率分布図および着目要素の曲げモーメント－曲率関係（L2SpII 波，振幅 1.0 倍）
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制に寄与していることがわかる。
3. 2. 3　提案構造における応答変位および走行安全性
　本項では，提案構造と杭基礎に対して，応答変位や走
行安全性を比較する。図 14に上部工重心位置の応答変
位（L2SpII波，振幅 1.0倍）を示す。図 14より，提案
構造の最大応答変位が若干大きいものの，残留変位は杭
基礎とほぼ同等である。このため，提案構造の残留変位
は，土のうとフーチングや小径杭の間に十分な摩擦が確
保されれば，杭基礎構造と同等程度となるといえる。
　次に，提案構造と杭基礎で L1地震動に対する走行安
全性を比較するため，軌道面位置のスペクトル強度 SI

を評価する。ここで，SIは，応答速度の周期成分を積
分して，応答の総和であるスペクトル強度として算出す
るものであり，式 (1)のように表される。

 (1)

　ここで，Sv（h，T）は応答速度スペクトルである。提案
構造と杭基礎の速度応答スペクトルの比較を図 15に示
す。ただし，減衰定数は鉄道構造物等設計標準・同解説　
変位制限11）より 5%を仮定した。図 15より，提案構造
では，短周期側では杭基礎よりスペクトルの値が小さい
が，長周期側では大きい。これは，提案構造の方が杭基
礎よりも等価固有周期が長いことが原因と考えられる。
その結果，杭基礎の SIは 1850.79mm，提案構造の SIは
2351.83mmと，提案構造の方が杭基礎より大きくなる。
ただし，図 16に示す走行安全性に関する限界値 SIL

11）

は下回っており，走行安全性の照査は満足する。

４．まとめ

　本検討では，実規模の小径杭と土のうを併用する基礎
を有する橋脚の応答値評価モデルを構築し，杭頭とフー
チングを切り離し，杭頭に土のうを敷設していない杭頭
絶縁基礎や，場所打ち杭を有する杭基礎とあわせて耐震
性能を数値計算により比較した。
　本検討から得られた結論を以下に示す。
（1） 提案構造，杭頭絶縁基礎，杭基礎について，地表

面最大加速度と上部工重心位置の最大応答加速度
の関係を比較し，提案構造および杭頭絶縁基礎に
おいて上部工位置の応答加速度が頭打ちになるこ
とを確認した。これは，フーチングの浮き上がり
による長周期化が原因であり，既往の模型振動実
験や，その再現解析の傾向とも合致する。

（2） （1）と対応し，提案構造および杭頭絶縁基礎で
は杭基礎構造に比べ，橋脚基部に発生する曲げ
モーメントや回転角が抑制される。

（3） 杭頭絶縁基礎に比べ，提案構造では土のうの敷設
により杭の損傷が抑制される。これは，土のうを
介することにより水平応力や鉛直応力が端部以外
の杭に分散することと，土のうの前面抵抗により
杭頭に作用する水平力が低減することによる。

（4） 今回の検討条件では，提案構造の採用により L1
地震動に対する軌道面位置のスペクトル強度 SIが
増加するが，走行安全性の限界値 SILは満足する。
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１．はじめに

　鉄道橋りょう・高架橋は，上部工（桁）や支承を介し
て複数の下部工（ラーメン高架橋の場合は，スラブ～基
礎部を下部工と表記）が連続した群を構成しているため，
振動計測から得られる固有振動数などの振動特性は，隣
接構造物の振動の影響を含んだ構造全体系としての値で
ある。これは，道路橋を対象とした橋脚単体と構造全体
系の実測比較１）や鉄道構造物群の連成に関する実測お
よび解析的検討２）の事例を見ても明らかである。
　振動計測で得られる構造全体系の振動特性は，構造物
の健全性判断に活用されてきた。特に鉄道分野では，橋
りょう・高架橋の着目構造に衝撃加振を行い，得られる
波形から構造全体系の固有振動数を評価して，下部工単
体の健全性を評価する衝撃振動試験３）４）が長年に亘り活
用されている。下部工の損傷や安定性の低下は，構造全
体系の固有振動数の低下を招くため，この衝撃振動試験
は有効な非破壊検査法の 1つといえる。その一方で，隣
接する構造物の違いによっては，局所的な下部工の損傷
が構造全体系の固有振動数の変化に与える影響が限定的
となり，下部工単体の特性を明瞭に評価できない場合も
考えられる。そのため，下部工単体の固有振動数を直接
評価できるようになれば，より正確に健全性を判断でき
る可能性がある。
　計測結果に基づく構造全体系の振動特性把握，下部工
単体としての剛性把握といった事柄は，システム同定と
呼ばれる。システム同定には，モードの固有振動数，減
衰定数，モード形状等の構造のモーダルパラメータを同
定するもの５）などと，質量，剛性，減衰のような構造を構

成する物理量（物理パラメータ）を同定するもの６）～10）に
大別されるが，本稿で着目するものは後者である。物理
パラメータを同定する手法には，時間領域で同定する手
法と周波数領域で同定する手法があり，土木・建築の分
野などで様々な検討がなされてきた。時間領域の同定手
法の検討事例を挙げると，ニューラルネットワークを用
いた研究６），地震観測記録から最小二乗法で同定する方
法７）などがある。一方で，周波数領域の同定手法の検討
事例としては，1次固有値の制約条件下での重み付き剛
性和最小設計問題の解に基づく検討８），粘性減衰機構の
モデルを対象とした理論的検討９），伝達関数の静的な極
限値を利用した手法10）などがある。これらの研究はいず
れも建築構造を想定した多層構造もしくは土木構造で
あっても 1自由度のばねマスモデルを基としている。鉄
道のような連続する橋りょう・高架橋群は，後述するよ
うに地盤結合する質点が複数存在し，支配方程式が既往
研究と異なりより複雑となるが，その問題を対象に物理
パラメータを同定する研究はこれまで十分になされてい
るとはいえない。
　そこで著者らは，上部工，支承を介して複数の上部工・
下部工が連続した橋りょう・高架橋群（図 1（a））をば
ねマスモデル（図 1（b））で表現し，振動計測等のデー
タから下部工単体の剛性に直接関係する下部工単体の固
有振動数を同定する手法を開発した11）。提案手法は，自
由振動問題を対象にした理論的検討から導出される周波
数領域での同定手法である。本手法が確立すれば，例え
ば地震や河川橋脚における洗掘等で下部工の健全性低下
が疑われる場合に，下部工単体の固有振動数を新たな健
全度判定の指標に用いることで，衝撃振動試験３）４）の判
定指標（全体系の 1次固有振動数）よりも直接的かつ正
確に下部工の健全度を判断できる可能性がある。本稿で

鉄道橋りょう・高架橋群を対象とした
下部工単体の固有振動数同定法

和田　一範＊　　坂井　公俊＊

Natural Frequency Identification Method for a Substructure in Railway Bridges and Viaducts

Kazunori WADA　　Kimitoshi SAKAI

　We have proposed a method to identify the natural frequency of a single structure from data obtained by 
measuring the vibration of railway bridges and viaducts. In the method, the natural frequency of a single 
structure can be theoretically calculated by using undamped natural frequencies and natural modes of a whole 
structure. The eigenvalue analysis was performed, and it was shown that the natural frequency of a single 
structure can be identified by the proposed method.
キーワード：下部工，固有振動数，同定，鉄道橋りょう・高架橋
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は，文献 11の一部に示されている下部工単体の固有振
動数の同定法に関する理論展開および数値解析による妥
当性の検証について述べる。

２．下部工単体の固有振動数同定法の提案

　本章で述べる理論展開は下記前提条件のもと行う。
・橋りょう・高架橋群は弾性挙動をする。
・剛性の振動数依存性は考慮しない。
・減衰は Rayleigh減衰等の比例減衰型の特性を持つ。
・ モデル境界は，設計振動単位12）の考えを準用し，モデ
ル範囲外の上部工質量の半分を考慮した自由端とする。

2. 1　下部工 1基の場合
2. 1. 1　非減衰系の場合
　起終点の上部工を有する下部工 1基の 3自由度系が
自由振動している状態を考える（図 2）。下部工の質量
を m1，剛性を k1とし，起点の上部工質量を m2，支承を
介した連成ばね剛性を k12，終点の上部工質量を m3，支
承を介した連成ばね剛性を k13，各質点の振動の変位波
形を x1～x3とする。ここで，質量 m1～m3は設計図書等
から全質量を把握したうえで，振動に寄与するだけ質量
（等価質量の考え方13））に応じて算定可能である。また，

変位波形 x1～x3は振動計測を行い，変位計で取得するか，
もしくは速度計や加速度計を用いてその微分形（ẋ1～ẋ3

や ẍ1～ẍ3）を取得して把握できる。この条件下で，剛性
k1，k12，k13を同定する問題を考える。
　この問題の運動方程式は次式で表せる。

 (1a)

 (1b)

 (1c)

各変位の振幅 r1～r3，固有円振動数ωおよび位相角φ
を用いて，上式の一般解は下記のようになる。

 (2)

式 (2)を式 (1a)に代入し，任意の時刻について成立する
条件を考慮すると，下式が成り立つ。

 (3)

ここで，式 (3)が非自明解を持つための必要十分条件か
ら，ω＝ωj（ j＝1，2，3，j次の固有円振動数）が求まる。
2行目の式を整理すると次式となる。

 (4)

全く同様の手順で式 (3)の 3行目の式を整理すると，

 (5)

となる。ここで，R2，R3は下部工の振幅を 1としたと
きの上部工の振幅を表す。
　さらに，式 (4)，(5)を式 (3)の 1行目に代入して整理
すると，

k1＝（m1＋R2m2＋R3m3）ω2 (6)

M3Ẍ3＋K3X3＝0

⎫
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図１　対象とする構造物およびモデルのイメージ

図２　下部工1基の自由振動問題
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となる。ここで，上式の意味をイメージするために極端
な 2例として以下を考える。
　・k12＝k13＝0（連成ばね剛性 0）
　・k12＝k13＝∞（連成ばね剛性無限大）
k12＝k13＝0のとき式 (4)，(5)より R2＝R3＝0，即ち r2＝
r3＝0となる。これは，上部工が変位せず下部工に何も
影響を与えない状況であり，上部工が載っていない状況
と等価といえる。このとき，式 (6)より k1＝m1ω2となり，
下部工剛性・質量だけの 1自由度系に帰着される。一方
で，k12＝k13＝∞のときは，式 (4)，(5)より R2＝R3＝1，
即ち r1＝r2＝r3がいえる。これは，上部工と下部工が完
全に一体挙動している状況であり，設計振動単位での取
り扱い方に相当する。このとき，式 (6)より k1＝（m1＋
m2＋m3）ω2となり，上部工質量を付加した状況での 1自
由度系に帰着される。
2. 1. 2　減衰系の場合
　減衰を考慮した場合，復元力項と同じ符号で速度に比
例する減衰項が追加される。そのため，運動方程式は下
式となる。

 (7a)

 (7b)

本稿では，比例減衰型の減衰を扱っており，その条件下
では固有モードが非減衰の場合と同じ実数となるため，
上記の一般解は次式となる。

 (8)

ここで，λは固有値であり，全体系の減衰固有円振動
数ωDとモード減衰定数σで表される。
　式 (8)を式 (7a)に代入し，任意の時刻について成立す
る条件を考慮すると，下式が成り立つ。

 (9)

式 (9)の 2行目に着目して整理すると，R2＝r2 ⁄ r1として，

（－c12λ－k12）＋（m2λ2＋c12λ＋k12）R2＝0 (10)

となる。上式を実部，虚部に分けて整理すると，

 
(11)

上式が成立するには，実部＝虚部＝0が必要となるため，
次式が成り立つ。

 (12)

上記連立方程式を解くことで，連成ばね剛性 k12および
減衰係数 c12が次式で求まる。

 (13)

また，式 (9)の 3行目について全く同じ計算ができるの
で，連成ばね剛性 k13および減衰係数 c13が求まる。

 (14)

　次に式 (9)の 1行目に着目し，実部＝0，虚部＝0の
条件を適用すると，

 (15)

　ここで，減衰行列を比例減衰型と仮定しているため，
減衰固有円振動数ωDおよびモード減衰定数σは，非減
衰固有円振動数ωと減衰定数 hを用いて，次式で表せる。

 (16)

上式を式 (13)～(15)に代入すると，

 (17)

 (18)

 (19)

となり，k1，k12，k13が非減衰の解（式 (4)～(6)）と一致
することがわかる。即ち，非減衰固有円振動数を用いれ
ば，減衰振動問題における解も非減衰振動問題と同じ式
で表現できることがわかる。なお，式 (17)の k1は文献
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8で示される多層構造のせん断ばねマスモデルでの剛性
の算定式と同様の形をしている。

2. 2　下部工が2基以上の場合
　上部工，支承を介して 2基の下部工が連結された減衰
自由振動問題を考える（図 3）。この問題の運動方程式
は下記となる。

 (20)

上式の一般解は式 (8)と同様に下記の形で表せる。

 (21)

運動方程式に上記調和振動解を代入して整理すると，下
式となる。

 (22)

ここで，j：着目下部工の添え字（ここでは 1）として，

 (23)

とする。なお，Ωiは下部工 i単体の固有円振動数に相
当する。式 (22)について実部＝虚部＝0の条件を適用
すると，

 (24)

 (25)

となる。ここで，ωは非減衰固有円振動数である。式 (24)

を確認すると，Ω1，Ω2を 1つの式で表していることが
わかる。本稿では，剛性の振動数依存性は考慮していな
いため，2種類の非減衰固有円振動数ωおよび固有
モードベクトル（Ri）を代入すればΩ1，Ω2を一意に求
めることができる。ちなみに本稿の主題ではないが，仮
に各固有モードに対応するモード減衰定数σ iが算定で
きれば，式 (25)から個々の減衰係数に関連する物理量
Ciを算定することも可能である。
　一般に n基の下部工で構成されるばねマスモデル（図
1（b））では，先と同じ議論ができ，式 (24)と同様に，

 (26)

と表記することができる。なお以降の考察の都合も踏ま
え，式 (26)は j次モードに関するものであると添え字を
加えて明記した。未知数がΩi（i＝1，2，... n）の n個であ
るため，n組の非減衰固有円振動数ωjと固有モード Rji

があれば一意にΩiを決めることができる。
　なお，n＝1のとき R11＝M1＝1であることを踏まえる
と，式 (26)は下部工 1基の式 (17)に一致するため，本
式は一般性のある式といえる。

2. 3　下部工単体の固有振動数同定法の活用方法
　下部工の損傷や安定性の低下などによる健全性の低下
は，ばねマスモデルにおいては下部工の剛性低下，即ち
下部工単体の固有円振動数の低下を意味する。そこで，
下部工単体の固有振動数を新たな健全度判定の指標に用
いれば，衝撃振動試験３）４）の判定指標（全体系の 1次
固有振動数）よりも直接的かつ正確に下部工の健全度を
判断できる可能性がある。
　ここでは提案手法の具体的な活用例として，下部工単
体の固有振動数を用いた健全度判定の手順を示す。
・ 下部工単体の固有振動数の初期値 F0を把握する。新
設構造については，建設中の上部工が載っていない状
態で振動計測を実施すれば最も正確な値が得られる。
既設構造物については，下部工，上部工を含めた複数
箇所で振動計測を実施し，全体系の固有振動数や固有
モードを算定し，式 (26)から同定することができる。

・ 下部工の健全性低下が疑われるとき（地震や河川橋脚
における洗掘等），再度振動計測を実施し，式 (26)か
ら下部工単体の固有振動数 Fを同定する。
・�Fと F0を比較し，顕著な変化（F0に比べて Fが低下）
が見られた場合，下部工の健全性低下と判定する。
上記は異常時の健全度判断を想定しているが，常時モニ
タリングのような下部工単体の固有振動数の経年変化を
把握することも可能である。なお，振動計測結果から全
体系の固有振動数や固有モードを算定する方法は，卓越
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図３　下部工2基の自由振動問題
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振動数におけるフーリエ振幅比とフーリエ位相差を活用
する方法や，FDD（Frequency Domain Decomposition）
法14）を活用する方法などがある。

2. 4　�実際の鉄道橋りょう・高架橋へ活用する場合の注
意点

2. 4. 1　Mi，Rjiの基準点について
　式 (23)，(26)の形からわかるように，質量比Miや固有
モード Rjiの基準となる質点はどの点を活用しても良い。
また質量比については，設計図書等から得られる実質量
を基に振動に寄与するだけ質量（等価質量の考え方13））
に応じて評価すればよい。
2. 4. 2　非減衰固有円振動数の算定について
　実測で取得できる波形をフーリエ変換して得られる卓
越振動数は，厳密には減衰固有振動数に一致するはずで
ある。しかし，式 (26)より必要な物理量は非減衰固有
円振動数なので，その算定について述べる。
　1次モードを例にとると，減衰 1次固有円振動数と非
減衰 1次固有円振動数の差Δω1は，

 (27)

となり，振動数表現で記載すると，次式となる。

 (28)

ここで，減衰定数 hは通常数%～20%程度であり，固
有振動数 f1は数 Hz～10Hz程度である。
　次に，実測の計測時間を tN（s）とすると，収録波形を
フーリエ変換したときの振動数刻み幅Δ fは次式となる。

 (29)

通常の振動計測でフーリエ変換するひとかたまりの計測
時間 tN（s）は数十秒程度，サンプリング周波数は 100～
1000Hz程度である。Δ f1やΔ fの例を表 1に示す。表
中において，Nはデータ数，fsはサンプリング周波数で
ある。取りうる値の範囲の目安を知るためにΔ f1や Δ f
が比較的小さくなる場合と比較的大きくなる場合の条件
で算定した。ここで，波形処理は高速フーリエ変換の活

用を想定するためデータ数 N＝fs×tNが 2の累乗となる
ような計測時間としている。本表より，Δ f1が比較的大
きい条件である減衰定数が 20%で非減衰固有振動数が
10Hzの構造物をΔ fが比較的小さくなる条件であるサ
ンプリング周波数 1000Hzで 65.536s計測した場合によ
うやくΔ f1とΔ fが同じオーダーとなることがわかる。
このことから減衰固有振動数と非減衰固有振動数の差異
は非常に小さく，通常の計測精度で得られる刻み幅では
区別できない程度であることがわかる。すなわち，実務
上はフーリエ振幅スペクトルの卓越振動数をそのまま非
減衰固有振動数と判定しても差し支えないといえる。
2. 4. 3　固有モードの算定について
　下部工 2基（5自由度）の場合を例にとり，式 (26)
に j次モードと k次モードの値を代入すると，

 
(30)

となる。ここで式 (23)の定義より Rj1＝Rk1＝M1＝1とな
ることを利用している。
　この連立方程式が一意に解けるためには，左辺の行列
式＝M2（Rk2－Rj2）≠0が必要十分条件となる。これは，k

次モードと j次モードにおける下部工 1と下部工 2の振
幅比が異なることを意味する。一般に n基の下部工の場
合でも同様の議論ができ，下部工のみに着目したときの
モード形状が異なる n個のモードを選択しないと，式
(30)が一意には解けず，下部工単体の固有振動数が算定
できない。

３．数値解析に基づく手法の検証

　本章では，2章で理論展開を基に提案した手法の妥当
性を数値解析により検証する。具体的には，下部工 1基
の場合と 3基の場合を例にとり，数値解析から得られる
固有振動数や固有モードを基に提案手法を適用して，下
部工単体の固有振動数を同定し，解析モデルの設定値
（正解値）との比較を行う。また，本章で扱う数値解析
モデルの設定値は，実際の鉄道橋りょう・高架橋の諸元
とは異なる範囲も含めて検討する。例えば，下部工単体
と支承部の固有振動数が非常に近い領域で設定している
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が，実際は支承部の固有振動数は，下部工単体の固有振
動数よりも十分大きいと想定される。また，減衰定数を
最大で 40％まで設定しているが，実際は常時に発揮さ
れる減衰定数は数％程度，地震時の非線形化の影響も踏
まえても 30％程度と考えられる。このような設定をし
たのは，本章の目的が提案手法の妥当性検証としている
ためである。なお，実橋での実測を想定した提案手法の
妥当性検証も別途実施している15）。

3. 1　下部工 1基の場合
　下部工 1基の場合について，線形の衝撃加振解析を行
い，提案手法で下部工単体の固有振動数を算定すること
で手法の有効性を検証する（図 4）。表 2に検討ケース
を示す。下部工の質量を 1tonと基準化し，質点 iとの
質量比 Mi＝mi/m1を変化させた。また，上部工―支承の
ばねや下部工のばねの剛性は，それぞれ単体としての固
有振動数 Fiを設定し，それらを基に ki＝4π2mi Fi

2と換算
して設定した。減衰行列は剛性比例減衰として算定し，
構造全体系 1次モードについて減衰定数 hとなるよう
に設定した。衝撃加振としては，時刻 0.001sに 1kNと
なり，それ以外の時刻は 0の力を質点 1（下部工位置）
に作用させた。時間刻みは 0.001sで 60sの解析を実施
した。解析結果を分析する際は打撃直後の強制加振状態
の影響を除く必要があるため，5s以降の波形に着目し
て整理した。
　応答変位波形，応答変位のフーリエ振幅スペクトル，フー
リエ振幅スペクトル比の例として，Case1-3とCase1-5の
結果を図 5に示す。ここで，フーリエ振幅スペクトルは，

5s以降の応答変位最大値時点からの減衰波形で算定して
いる。本図より各ケースとも全体 1次モードで振動してい
ること，その振動波形は設定した減衰定数の包絡線上を推
移することがわかる。この結果を実測データと考えた場合，
卓越振動数と減衰定数およびその振動数におけるフーリエ
振幅比が判明したことになる。なお，同定したい下部工単
体の固有振動数 F1は 2.0Hzであるが，その情報はフーリ
エ振幅スペクトル等からは判断できないことがわかる。
　続いて表 3に Case1-1～1-6の複素固有値解析で得ら
れる減衰固有振動数 fd1，非減衰固有振動数 f1と応答波
形のフーリエ振幅スペクトルから得られる卓越振動数 f

を示す。また，卓越振動数と減衰定数，フーリエ振幅ス
ペクトル比から式 (26)で算定される固有円振動数を固
有振動数に変換したものとして F（Hz）と Fd（Hz）を示す。
ここで，F（Hz）は得られた卓越振動数を非減衰固有振
動数と仮定して算定した結果であり，Fd（Hz）は卓越振
動数を減衰固有振動数と仮定して算定した結果である。
また，横軸に減衰定数を取り，縦軸に F（Hz）と Fd（Hz）
を取ったものを図 6に示す。なお，図 6では表 2のケー
スに加え，減衰定数が 1％，3％，20％，40％でその他
の条件が Case1-3～1-6と同じとした条件での結果も示
す。本表および本図より Case1-1～1-3（減衰定数 5％）
の場合は，f1と fd1がほぼ一致し，このとき F（Hz）と Fd

（Hz）ともに設定値（2.0Hz）を高い精度で同定できて
いることがわかる。一方で，減衰定数の増加とともに，
下部工単体の固有振動数の同定精度は低下する傾向にあ
り，特に減衰を考慮しない算定法だと乖離が大きい。こ
れは，Case1-3～1-6について減衰定数が増加するとと
もに，f1と fd1が乖離するためである（表 3）。但し，減
衰定数 30％程度までであれば，非減衰の算定法であっ
ても十分正解値（2.0Hz）に近い結果を推定できている
ことがわかる。減衰定数 30％というのは鉄道構造物等
設計標準・同解説（耐震設計）12）に記載の地盤ばねに与
える減衰定数の目安値（15～30％）から考えても比較
的大きな値といえるため，実用上は卓越振動数を非減衰
固有振動数とみなして算定しても問題ないと言える。

3. 2　下部工が2基以上の場合
　下部工が 2基以上の場合は，全体系の高次モードが必
要となるため，衝撃加振解析では高次モードを励起させ
ることは難しい。本検討では，式 (26)の妥当性を数値
解析的に検証することが目的であるため，前節のような
衝撃加振の結果を用いるのではなく，固有値解析によっ
て妥当性を検証することとした。実構造物を対象とした
場合には，常時微動観測等の結果を基に FDD法14）など
を適用することで，全体系の固有振動数，固有モードを
得ることができる16）。検討対象としたばねマスモデルの
パラメータを表 4に示す。下部工 3基の 7自由度モデル

図４　衝撃加振解析のイメージ

表２　検討ケース一覧
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図６　�減衰定数と同定される下部工単体の固有振動数の
関係

表３　�全体系および下部工単体の固有振動数（下部工1
基）

図５　�応答解析結果の例（左：応答変位波形，中：フーリエ振幅スペクトル，右：フーリエ振幅スペクト
ル比）

表４　固有値解析の検討ケース
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（図 7）で 3ケース設定した。質量や剛性の設定法は前
節と同様である。ここで，算定に必要な非減衰固有振動
数および固有モードは実固有値解析で取得できるため，
本モデルでは減衰に関する設定は行っていない。
　次に，Case2-1～2-3の 1～3次の固有振動数 f，有効
質量比を表 5に示し，Case2-3の固有モード図を図 8に
示す。上記のモード図を見ると，1～3次モードは全て
下部工 1～3の振幅比が異なることがわかり，これらを
用いることで下部工単体の固有振動数を算定できる可能
性がある。なお，各モードの固有振動数からは下部工単
体の固有振動数を判断できないことがわかる。
　各ケースの 1～3次モードを活用し，式 (26)により算
定した下部工単体の固有振動数を図 9に示す。図にはモ
デルに設定した正解値も併せて示すが，各ケース，各下
部工単体の固有振動数が正確に算定できていることがわ

かる。以上より，複数の構造物が連続する橋りょう・高
架橋群においても，複数の全体系の固有振動数および固
有モードが取得できれば，提案手法により下部工単体の
固有振動数を算定できることが示された。

４．まとめ

　本稿では上部工，支承を介して複数の下部工が連続し
た橋りょう・高架橋群をばねマスモデルで表現し，振動
計測等で得られるデータから下部工単体の剛性に直接関
係する単体の固有振動数を同定する手法を開発した。そ
して，数値解析により同定手法の妥当性を検証した。得
られた知見を下記に示す。
・ n基の下部工の系について，全体系に関する n個の非
減衰固有振動数および固有モードを用いて各下部工単
体の固有振動数を算定できることを理論的に証明した。
・ 一般解として得られた理論式の妥当性を検証するため，
下部工 1基の場合や 3基の場合を例にとり，線形の
衝撃加振解析や固有値解析の結果を基に提案手法を適
用した。その結果，下部工単体の固有振動数を高精度
に同定できることを示した。
・ 鉄道橋りょう・高架橋で想定される減衰定数の範囲で
あれば，応答波形の卓越振動数と非減衰固有振動数は
ほぼ同一であるため，実用上は応答波形の卓越振動数
を利用して提案手法を適用できることを示した。
　なお，紙面の都合で記載を省略したが，データに誤差
が含まれている場合の同定精度に与える影響評価11）お
よび実橋での実測を想定した提案手法の妥当性検証15）

も別途実施している。
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１．はじめに

　鉄道レールが果たす主たる役割は，車両を安全かつ円
滑に走行させることにあり，レールは鉄道を構成する重
要な部材のひとつといえる。レールを使用し続ける上で
の問題の一つに転がり接触疲労損傷の一種であるシェリ
ングがある。シェリングは，車輪との繰り返し接触によっ
てレール表層に微小き裂が形成され，一部のき裂が進展
することにより生じると考えられている１）２）。また，シェ
リングは進展し続けるとレールの破断に至る場合があ
る。そのため，レールの検査や交換が行われており，鉄
道の維持のためのコストの一部を占めている。また，シェ
リングの予防のために，レール削正が行われている３）４）。
　レールにおいては，製造過程の大気中での加熱によっ
て，空気中の酸素が鋼中の炭素と化合してガスとなって
飛散し，鋼の表面の炭素濃度が低下する「脱炭」が生じ
る。表面部で脱炭が生じて炭素量が低下した部分は「脱
炭層」と呼ばれ，この脱炭層は機械的性質が低下するこ
とが知られている。脱炭層の厚さは，主に加熱炉内の雰
囲気を含む多くの要因に依存する５）。
　脱炭層がき裂に及ぼす影響に関する研究事例として，
二円筒試験によって転がり接触疲労に及ぼす脱炭層の影
響に関する研究が実施されている６）７）。これらの室内試
験による研究では，脱炭層によって摩耗が促進されるこ
と，最大せん断応力が発生する深さに比べて脱炭層が浅
いため転がり接触疲労への影響は小さいことなどが報告

されている。ただし，これらはすべり率 1～4.5%を採
用しており，曲線外軌のきしみ割れが対象と考えられ，
直線区間のシェリングには適用できない。また，一定期
間使用されたレールの評価を実施した研究８）９）では，転
がり接触による加工硬化が生じた部分の金属組織解析に
よって，初析フェライト相（脱炭層の強度低下層と同じ
金属組織）に強いひずみが生じていることや，脱炭層の
深さからレール削正量を検討した結果が示されている。
しかし，これらの研究では，レール削正によって脱炭層
が除去された場合の転がり接触疲労に及ぼす効果につい
ては確認されていない。
　そこで本研究では，レール表層の脱炭層の有無が微小
な疲労き裂（微小き裂）発生に及ぼす影響を把握するこ
とを目的とし，①国内製造の新品レールに形成された脱
炭層の調査により脱炭層の傾向を把握すること，②室内
試験機を用いて微小き裂の形成に対する脱炭層の影響の
確認を行うこと，③脱炭層深さが既知のレールを敷設し，
一部区間をレール削正で脱炭層を除去し，それぞれの
レールについて微小き裂の形成頻度を調査すること，の
3点を実施した。

２．新品レールの脱炭層形成状態の把握

2. 1　調査対象および調査方法
　新品未使用の 50kgNレール 18本および 60kgレール
10本を調査対象とした。なお，調査対象のレールは普通
レールである。
　脱炭層の有無を確認するために，金属組織観察を実施
した。脱炭層の深さの評価は，ISO5003「43kg/m以上

レール削正による脱炭層除去が及ぼす
微小き裂形成の抑制効果

兼松　義一＊　　上東　直孝＊　　松井　元英＊＊　　西村　英典＊

Effect of Decarburisation Layer Removal by Rail Grinding on Reduction of Microcrack Formation

Yoshikazu KANEMATSU　　Naotaka UEHIGASHI　　Motohide MATSUI　　Hidenori NISHIMURA

　This study aims to understand the effect of decarburisation on microcrack formation on rails using a twin-disc 
test and an on-site (laying) test. Test pieces with and without decarburisation were compared under the same test 
conditions using a twin-disk test. The results show that decarburisation affects the formation of microcracks and 
a plastic flow. Furthermore, we investigated the decarburisation effect on the microcrack formation using test 
pieces taken from actual tracks. The comparison between the test pieces with and without a decarburized layer 
showed that the crack density of rails on the unground was 2.7-5.7 times higher than that of rails ground at a 
cumulative tonnage of 23 MGT.
キーワード：レール，レール削正，脱炭層，微小き裂，二円筒試験，敷設試験
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の平底レール」10）に規定される方法に準拠した。観察断
面はレール長手方向断面，レール幅方向の観察位置は
レール頭部幅中心とした。観察断面を鏡面研磨し，金属
組織現出のために 5%ナイタールで腐食した後で組織写
真を撮影した。また，脱炭層深さは，脱炭によって形成
されたフェライト相が結晶粒界にネットワーク状（以
降，フェライトネットワークと称す）に形成されている
深さまでを脱炭層深さとして計測した。

2. 2　調査結果
　調査対象レール 28本の調査を行った結果，新品未使用
レールには概ね 0.14～0.45mm程度の脱炭層が形成され
ており，最大で 0.76mmの脱炭層が形成されていた。脱
炭層深さの平均値は 0.29mm，標準偏差は 0.14mmであっ
た。なお，レールの JIS規格（JIS E 1101）には脱炭層に
関する具体的な規定はない。図 1に今回調査した平均的
な脱炭層深さを持つレールの金属組織写真の例を示す。

３．�室内試験による脱炭層の微小き裂形成に及
ぼす影響確認

3. 1　西原式二円筒試験機
　西原式二円筒試験機の概要を図 2に示す。歯車を用い
て二つの円筒試験片を異なる速度で回転させ，円筒面同
士を押し当て，すべり接触状態における摩耗特性や耐損
傷性等を把握する試験機である。荷重はばね機構により
負荷し，面圧は 500～2,000MPa，すべり率は歯車によ
り 0%～9%まで選択できる。回転速度は最高 2,000rpm
である。試験環境は水・油の滴下が可能である。

3. 2　試験片採取位置
　試験に供するレール側の円筒試験片は，脱炭層なしの
試験片と，脱炭層を付与した脱炭層ありの試験片の 2種
類とし，ともにレール頭部から採取した。レール試験片
の採取位置を図 3に示す。脱炭層を付与した試験片は，
レールから中空円筒形状の試験片素材を採取し，次節に
記す熱処理後，試験片形状に加工した。

3. 3　脱炭層付与のための熱処理
　脱炭層ありの試験片は，中空円筒形状の試験片素材採
取後に，脱炭層を付与するため熱処理を実施することに
より作成した。加熱炉の炉内温度を 1,000℃に調整し，
大気雰囲気の加熱炉内で 4時間経過後に空冷した。熱処
理後，試験片形状に仕上げた試験片の金属組織の写真の
一例を図 4に示す。脱炭層の深さは，試験片を 90度ず
つ回転させた 4箇所の平均で 0.13mmであった。前章の
新品未使用レールの脱炭層を調査した結果，平均で
0.29mm程度であったため，本試験片の脱炭層は新品未
使用レールと比較して浅い。
　試験片転走面表層から深さ方向の硬さ分布を図 5に示
す。硬さは脱炭の影響で約 0.4mm～0.6mm深さ程度ま
で低減していた。なお，試験片の脱炭によって形成され
たフェライト相の深さ（全脱炭層深さ11））は，図 4に示
す ISO5003で規定されるフェライトネットワークの深
さよりも深く，その影響が硬さ分布に影響している可能

図１　�新品レールの平均的な脱炭層深さおよびフェライ
トネットワークの模式図

図２　西原式二円筒試験機

図３　試験片採取位置および試験片形状
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性が考えられる。また，深さ 0.6mmよりも深い位置では，
レール母材の硬さ値（約 260～270HV）と同等であった。

3. 4　試験方法
　試験条件のひとつであるすべり率に関するこれまでの
知見では，すべり率を 0%とした場合には試験片にき裂
が生じにくいことが分かっている。試験の目的である脱
炭層と微小き裂形成の関係を把握するためには，すべり
を付与することが必要である。そこで，設定できる最小
のすべり率である 0.5%（車輪試験片が速く回る）で試験
を実施した。また，面圧 900MPa，回転速度 1,000rpm，
大気乾燥状態とし，回転数が 10万回時点で試験を終了
とした。試験前と試験後の試験片質量変化を摩耗量とし
て整理した。

3. 5　試験結果
　表 1に，試験に供した試験片の摩耗量の測定結果を示
す。脱炭層ありの試験片は脱炭層なしの試験片と比較す
ると，摩耗量は 2倍以上であるが，絶対値としては小さ
いため，明瞭な差は認めにくいものの，脱炭層がある試
験片の方が摩耗量が多い結果であった。
　つぎにレール試験片の転走面中央位置で試験片を輪切
り状に切断し，走査型電子顕微鏡を使用して観察した。
図 6に試験片の転走面断面の観察例を示す。試験片の転

走面表層には試験片の脱炭層の有無によらず，き裂が形
成されていた。また，転走面表層付近には塑性流動層が
形成され，き裂はこの塑性流動層内で進展していた。
　脱炭層なしの試験片および脱炭層ありの試験片の両方
の転走面付近の断面で見られたき裂について，その断面
円周方向のき裂の個数を計測し，試験片円周長さに対す
るき裂の本数をき裂の密度として算出した。また，き裂
それぞれの長さを測定した上でその平均を算出した。あ
わせて，き裂先端の表層（転走面）からの深さを測定し，
その平均を算出した。結果を表 2に示す。

図４　熱処理後の試験片表層の金属組織写真

図５　試験片転走面表層からの硬さ分布

表１　各試験片の摩耗量

図６　試験後の試験片表層の金属組織写真
（上段：脱炭層無し，下段：脱炭層有り）

表２　試験後のき裂および塑性流動層の形成状況
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　脱炭層ありの試験片は，脱炭層なしの試験片と比較し
て，き裂密度が高く，塑性流動層の深さが脱炭層なしの
試験片より深かった。一方で，き裂長さは，脱炭層の有
無による顕著な差異は認められなかった。

４．�敷設試験による脱炭層の微小き裂形成に及
ぼす影響確認

4. 1　調査方法
　脱炭層深さの異なるレールについて，一定通過トン数
毎に部分レール交換を実施し，微小なき裂の形成状況を
調査した。
　新品レール交換時に発生する端材レールについて金属
組織観察を行い，交換箇所の中でレールの脱炭層深さを
予め把握した区間を追跡調査箇所として選定した。当該
レールについて，0.1～0.5億トン程度の累積通過トン数
で部分レール交換を行い，脱炭層深さと通過トン数およ
び形成される微小き裂形成の関係を把握する調査を行っ
た。また，調査区間の一部については，1頭式レール削
正機によってレール頭頂面を十分削正し，脱炭層がない
区間として準備した。
　図 7にレールの交換およびレール削正の概要図を示
す。選定した調査箇所の軌道条件は，車輪とのすべり接
触によって生じる白色層が重畳することを避けるため，
直線区間・駅間とした。今回の調査では，複線区間で同
様の条件の 2線区（上り線・下り線と呼ぶ）について調

査を実施した。この 2線区について，次の段取りで，レー
ル交換およびレール削正を実施した。
段階Ⅰ： 既存レール（脱炭層深さ 0.31mm）の一部に新

品レール（脱炭層深さ 0.42mm）を敷設した。
その際，既存レールの端材を記号 Aとした。

段階Ⅱ： 新品レール敷設後 2週間の時点で，新品レール
の一部に対して一頭式レール削正機でレール頭
頂面を約 0.8mm削正し，脱炭層を除去した。

段階Ⅲ： 新品レール敷設から 12ヶ月後（通トン数 0.23
億トン加算）に，新たにレール交換（脱炭層深
さ 0.28mm）を実施し，その際，記号 B，記号 C，
記号 Dのレールを交換した。

段階Ⅳ： 新品レール敷設後 18ヶ月後（通トン数 0.11億ト
ン加算）に，記号 E，記号 F，記号 Gのレール
を交換した。

　なお，金属組織観察ではフェライトネットワークの深
さによって脱炭層の深さは評価できるが，レール表層か
らの脱炭の程度の深さ方向の推移を評価することはでき
ない。そこで，電子線マイクロアナライザー（EPMA）
装置を用いて，元素マッピングを行い，レール表層に形
成された脱炭層の深さ方向の炭素元素の分布を調査し
た。調査対象は，敷設試験のレールの中で最も脱炭層が
深く形成されていた，調査箇所上り線・記号 Cレール（脱
炭層深さ 0.42mm）とし，レール表層を含む幅 4mm×深
さ 1mm（ビーム径約 1µm）をマッピング領域とした。
各計測深さの炭素濃度の推移を図 8に示す。

図７　レールの交換およびレール削正の概要図

鉃道総研報告　Vol.37,  No.5,  202332



　炭素濃度分布は，レール最表層で 0.4%以下と最も低
下していた。レールの母材レベルまでの炭素量となるま
での深さは 0.6～0.7mm程度であり，金属組織観察で評
価した脱炭層深さ，すなわちフェライトネットワーク深
さよりも深くまで脱炭の影響が見られた。

4. 2　敷設試験結果
　レール交換された各レールについて金属組織観察を行
い，き裂の形成状態について材料解析を行って確認した。
図 9に観察したき裂の写真（上段）および同き裂形成箇
所の 5%ナイタールによる腐食後の写真（下段）の代表

例を示す。表 3および表 4に調査線区・上り線および
下り線のレールの脱炭層深さ，削正履歴，通過トン数，
微小き裂形成の観察結果，金属組織観察で観察された残
存脱炭層深さを示す。なお，表中の網掛けは同じ製造ロッ
トのレールであることを意味しており，表記の順番は通
過トン数やレール削正履歴で整理した。また，図 10に
は表 3および表 4から，き裂密度と通過トン数の関係
を図示した。削正を行っていないレールには脱炭層が残
存し，すべてのレールにき裂が観察されていた。

図８　�試験線区：上り線・記号Cレールの新品時の炭
素濃度分布

図９　�試験線区：上り線・記号Cレールに形成された
き裂（上段）と金属組織写真（下段）

表３　調査レールの脱炭層深さ，削正履歴，通過トン数，微小き裂形成の観察結果（試験箇所：上り線）

表４　調査レールの脱炭層深さ，削正履歴，通過トン数，微小き裂形成の観察結果（試験箇所：下り線）
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５．考察

5. 1　西原式二円筒試験
　表 1に示した西原式二円筒試験の結果より，明瞭な差
は認めにくいが，脱炭層ありの試験片は脱炭層なしの試
験片と比較して脱炭層がある試験片の方が摩耗量が多い
結果であった。また，塑性流動層の表層からの深さは，
脱炭層ありの試験片は脱炭層なしの試験片と比較して深
い結果であった。脱炭層はレール母材と比較して相対的
に強度が低くなるため，接線力の影響を受けやすいこと
が考えられる。また，脱炭層ありの試験片は脱炭層なし
の試験片と比較して，き裂密度は 1.4倍程度高かった。
　これも塑性流動層内に脱炭層が存在することで，き裂
の発生を促した可能性がある。しかし，き裂長さは，脱
炭層ありの試験片と脱炭層なしの試験片と比較して顕著
な差異は認められなかった。したがって，今回の試験条
件においては，形成されるき裂の長さには脱炭層の有無
は影響しないと判断できる。
　今回，熱処理によって脱炭層を意図的に付与した試験
片を用いた二円筒試験の結果から，脱炭によるフェライ

トネットワークの存在により，同じ接線力であっても塑
性流動やき裂の形成が増加することが確認された。しか
し，二円筒試験では実際の車輪とレールの接触を再現す
ることはできないこと，熱処理を行った試験片において
は，実際のレールの脱炭層の深さや，フェライトネット
ワークの程度とは厳密には同じにできなかったことか
ら，脱炭層の影響については定性的な検討にとどまって
いる。そこで次節では，敷設試験での脱炭層の影響につ
いて考察する。

5. 2　敷設試験
5. 2. 1　脱炭層の有無によるき裂の形成
　表 3および表 4の右端に示すように，削正を実施し
ていないレールはすべて脱炭層が残存しており，き裂近
傍には車輪との接触による塑性流動層や脱炭層が存在し
ていた（図 9）。
　記号 Cと記号 Dは，レール製造ロットが同じであるた
め製造時の脱炭層深さも同じであり，通過トン数も 0.23
億トンと同じである。記号 Cは敷設後削正実施箇所，記
号 Dは削正未実施箇所であることから，両者の比較によ
り脱炭層ありなしの違いを評価することができる。表 3
および表 4，図 10より調査箇所上り線では脱炭層がある
レールのき裂密度は約 5.7倍，下り線ではき裂密度は約
2.7倍であった。また，計測した最大き裂長さに着目す
ると，脱炭層があるレールは脱炭層を除去したレールの
最大き裂長さと比較して，上り線では約 1.5倍，下り線
では約 1.7倍大きい結果であった。先行研究12）では，実
レールに形成された転がり接触疲労損傷を調査し，き裂
の発生起点がパーライト組織中の初析フェライト組織で
あることを明らかにした報告がなされており，その報告
と今回の敷設試験の結果は一致する。今回の敷設試験
レールの金属組織観察で観察されたき裂深さは，塑性流
動層の深さとほぼ同じであった（図 9）。そのため，シェ
リングのようにき裂が大きく成長するまでは，今回の敷
設試験での通過トン数では確認することができなかっ
た。観察された微小き裂とシェリングの成長については
別途検証が必要である。
　記号 Gは，敷設後レール削正され，その後通過トン数
が 0.34億トン経過したレールである。試験線区 2箇所
の調査箇所のき裂密度は約 0.30個/mm，0.36個/mmで
あった。一方，削正未実施で 0.11億トン経過時のレール
（記号 F）のき裂密度は 0.77個/mm，0.88個/mmであり，
記号 Gは記号 Fよりもき裂の形成程度は軽微であった。
従って，敷設後の初回レール削正を実施することで，き
裂が形成されるまでの通過トン数が長くなると考えられ
る。しかし，レール削正を実施したレールにも微小き裂
が形成されていた。既往研究では，脱炭層ではないが同
組織である初析フェライトが転がり接触疲労の起点とな

図10　き裂密度と通過トン数の関係
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ることが指摘されている13）。今回調査した削正レールの
き裂もこれと同様の原因である可能性がある。
　この敷設試験では，削正によって脱炭層を除去した。
削正したレールと削正していないレールでは，レールの
断面形状が異なり，それに伴って車輪との接触状態を全
レールで統一することができていないことに留意する必
要がある。また，脱炭層深さや程度が異なる場合には，
今回確認したき裂の挙動と異なる可能性がある。
5. 2. 2　通過トン数の増加によるき裂の形成
　記号 A，Bおよび Eは同一レール（既存レール）に
ついて，通過トン数が 0.18億トン，0.41億トン，0.52
億トン時点のレールであり，これらの比較により通過ト
ン数の増加によるき裂形成の変化を評価することができ
る。表 3および表 4，図 10より通過トン数が 0.5億ト
ンで，き裂密度が増加する傾向がみられた。
　シェリングはレールの経年変化，すなわち通過トン数
とともに増加することが報告されている14）。今回，調査
した範囲では通過トン数が 0.5億トンに達すると脱炭層
に起因する微小き裂が増加することが明らかになった。
これらの微小き裂が通過トン数の増加に伴い，シェリン
グに成長する可能性が考えられる。しかし，微小き裂が
形成された後，摩耗との競合によって消滅する可能性も
考慮しなければならない。
5. 2. 3　脱炭層深さとき裂の形成
　先行研究では脱炭層深さが 0～0.6mmの試験片を用い
た二円筒試験の結果，脱炭層深さが増加するにつれてき
裂長さが長くなる傾向があることが報告されている７）。
各調査線区において，3つの脱炭層深さが異なるレール
が存在する。調査箇所上り線では，0.28mm，0.31mm，
0.42mm深さであるが，図 10よりこれらのレールにお
けるき裂密度には顕著な差は認められなかった。

5. 3　微小き裂のシェリングへの進展と削正の影響
　転がり接触疲労き裂の進展には，輪重変動・軌道の不
規則性15）や，レールの残留応力16），き裂内部に水などの
流体が存在する場合にはき裂が進展しやすくなる17）な
どいくつかの要因が関連することが多数報告されてい
る。本研究で分析した範囲では，脱炭層を有するレール
の方が多くき裂が形成されていた。これらのき裂が進展・
伝播する可能性は上述の要因等に関係すると考えられ
る。そのため，今回調査した微小き裂が直接シェリング
に成長するか確認することはできないが，シェリングの
初期となりうる微小き裂と脱炭層の関係を把握すること
ができたと考える。
　また，観察されたき裂の深さはすべて 0.1mm以下で
あったこと，図 8より脱炭による炭素低減は表層から約
0.3mm程度までの範囲で顕著であることから，累積通過
トン数 0.5億トンで 0.3mmの削正が実施されれば，こ

れらのき裂および脱炭層は概ね除去できると考えられる。
　他方，0.5億トン以下でのシェリング発生18）や，敷設
から 0.5億トン以上経過後に削正した場合にはシェリン
グの発生傾向が高いことが報告19）されていることから
も，レール敷設後の初回のレール削正効果が高い可能性
が考えられる。なお，文献で報告されたシェリングが白
色層に起因したものであるかは定かではない。今回調査
した 0.5億トン以下のレールの材料解析結果では，脱炭
層の影響でき裂の密度や最大き裂長さが大きくなる傾向
があることから，削正車の運用や削正コスト等を考慮す
る必要があるものの，0.5億トン未満でのレール削正は
シェリングとなるき裂を低減させる可能性があると考え
られる。

６．まとめ

　レール表面の脱炭層がき裂発生に及ぼす影響を明らか
にするため，レールに形成された脱炭層の状態を調べ，
二円筒試験機を用いてレールの微小き裂に及ぼす影響を
調査した。また，敷設試験により，脱炭層とき裂形成の
影響を確認した。
（1） 新品未使用レール 28本の平均脱炭深さは 0.29mm

であり，標準偏差は 0.14mmであった。
（2） 二円筒試験の結果，脱炭層を有する試験片は，脱

炭層を有さない試験片に比べ，摩耗量がやや多く，
塑性流動層が深くなっていることがわかった。ま
た，き裂密度も 1.4倍に増加した。脱炭層はレー
ル母材に比べ強度が低いため，接線力の影響を受
けやすいことを基礎的に把握した。

（3） 敷設試験において，累積通過トン数 0.23億トンの
未削正レール（脱炭層あり）と削正レール（脱炭
層なし）を比較すると，脱炭層ありのレールは脱炭
層を除去したレールに比べ，き裂密度が約 2.7～ 5.7
倍，最大き裂長が約 1.5～ 1.7倍大きくなっていた。

（4） レール敷設直後にレール削正を施し，その後通過
トン数 0.34億トンに達したレールのき裂密度は，
2箇所の調査地点で約 0.30および 0.36個/mmで
あった。これは 0.11億トンに達した削正未実施の
レール（脱炭層あり）よりもき裂の発生は少な
かった。レール削正により脱炭層を除去すること
で，微小き裂の進展が効果的に抑制されると考え
られる。

（5） 観察されたき裂の深さはすべて 0.1mm以下であっ
たこと，脱炭による炭素低減は表層から約 0.3mm
程度が顕著であることから，累積通過トン数 0.5
億トンで 0.3mmの削正が実施されれば，これらの
き裂および脱炭層は概ね除去できると考えられる。

（6） 今回調査した 0.5億トン以下のレールの解析結果
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では，脱炭層の影響でき裂の密度や最大き裂長さ
が大きくなる傾向があることから，削正車の運用
や削正コスト等を考慮する必要があるものの，0.5
億トン未満でのレール削正はシェリングとなるき
裂を低減させる可能性があると考えられる。

　この論文は，Elsevierの許可を得て，Wear，Volumes 
504-505，Yoshikazu Kanematsu, Naotaka Uehigashi, Mo-
tohide Matsui, Shoji Noguchi，Influence of a decarburised 
layer on the formation of microcracks in railway rails: On-
site investigation and twin-disc study，204427，2022年
より転載した。
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１．はじめに

　レール締結装置は，まくらぎや軌道スラブといった支
承体上にレールを固定するための軌道部材であると同時
に，レールに流れる信号電流および帰線電流が支承体に
漏れ出ることを防止するためにレールと支承体間で一定
の電気絶縁性を確保する構造となっている。一方で，営
業線に敷設されているレール締結装置の中には，飛来物
や湿潤環境下での塵埃の堆積等の影響により電気絶縁性
が低下するものがあり，これらを原因として鋼桁とレー
ルの間で地絡が生じ，火災や発煙事象につながり，大き
な輸送障害に至った事例も報告されている。これらの課
題を解決する手段として，塵埃の堆積する環境下でも所
定の電気絶縁性を確保可能なレール締結装置の開発が考
えられる。
　また，現在実用に供しているレール締結装置の構成部
材のうち締結ばね，図 1中に示すタイプレートや図 2
中に示す横圧受金具などの列車からレールを介して伝達
する荷重を負担する主要な部材は耐久性や加工性等に優
れる金属材料を適用しているため，電気絶縁性には劣る。
それに対し，非金属材料は電気絶縁性の確保に必要な箇
所に限定して適用するに留まっていることから，主要な
部材に非金属材料を適用することで，塵埃の堆積する環

境下でも電気絶縁性の低下の回避が期待できる。一方，
これまでレール締結装置の主たる構成部材に非金属材料
を適用した事例は少ないため，非金属部材の荷重を負担
するための最適な構造や外的な作用に対する評価手法に
関する知見がほぼない状況であった。
　以上の背景を踏まえ，レール締結装置の電気絶縁性に起
因する輸送障害の発生リスクの大幅な低減を目的として，
非金属材料を主材料としたレール締結装置の実現可能性を
検証した。本稿では，レール締結装置の主要な構成部材へ
の非金属材料の適用性検討と，検討結果を踏まえて試作し
たレール締結装置の性能確認試験を実施したので報告する。

２．検討対象とするレール締結装置の構成

2. 1　検討対象とするレール締結装置種別の選定
　非金属材料の適用性の検討は，既存のレール締結装置
の構成部材を非金属材料に置き換えることを前提として
実施した。今回，検討の対象とする基本構造として，直

非金属材料を主材料としたレール締結装置の開発と性能評価
松尾　淳史＊　　弟子丸　将＊　　枡田　吉弘＊＊　　鈴木　　実＊＊

Development and Performance Evaluation of Rail Fastening System 
Using Non-metallic Materials Applied to Its Main Components

Atsushi MATSUO　　Tadashi DESHIMARU　　Yoshihiro MASUDA　　Minoru SUZUKI

　A function of rail fastening systems is to fasten rails to supporting structures such as sleepers. In addition to 
the fastening function, rail fastening systems are designed to provide a certain level of electrical insulation to 
prevent rail current from leaking through the supporting structures to the earth. Despite this, some cases have 
been reported where the electrical insulation of rail fastening systems has deteriorated in some installation 
environments, resulting in transport disturbances such as ground faults and short circuits. Thus, we studied the 
applicability of resin materials to the rail fastening components to prevent the reduction of the electrical 
insulation. Based on the results of this study, we produced a prototype of a rail fastening system using resin 
components and evaluated its performance. In order to evaluate the performance of the prototype, design 
reference values were proposed to reflect the influence of the installation environment on the material strength. 
The performance evaluation of the prototype based on the proposed value confirms that the prototype has the 
performance to be installed on a conventional rail track.
キーワード：レール締結装置，CFRP，FRTP，GFRP，性能確認試験

図１　直結8形
　　　レール締結装置

図２　鋼直5形
　　　レール締結装置
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結 8形レール締結装置（図 1）を選定した。選定理由は，
①電気絶縁性向上が求められている直結系軌道用レール
締結装置の代表的な種別である。②レールとアンカーボル
ト締結位置とのレール直角方向の間隔は，他のタイプレー
ト式の直結系軌道用レール締結装置と比較して狭く，塵
埃の堆積による電気絶縁性能の低下の面から最も厳しい
設計条件となる。以上の①と②より，直結 8形レール締
結装置を基本とした構造が実現できれば，その知見を他
の直結系軌道へ応用することが容易であると考えられる。

2. 2　構成部材に対する要求性能
　レール締結装置の構成部材を非金属材料化した場合，
電気絶縁性を向上できる一方，列車通過時のレールの沈
みこみに対する締結ばねの追随性や列車からレールを介
して伝達する水平方向の荷重に対する耐荷重性能が低下
する可能性がある。そのため，部材別に所定の要求性能
を定めたうえで，非金属材料の選定を実施した。本節で
は，直結 8形レール締結装置の主要な構成部材である締
結ばねおよびタイプレートを非金属材料に置き換えた場
合に想定される課題を抽出し，部材ごとに実現すべき性
能を検討した結果を述べる。
（1）　締結ばね
　締結ばねを非金属材料化することの長所としては，電
気絶縁性の向上に加えて，耐腐食性の向上があげられる。
一方で，非金属材料化にあたっては，ばね特性の実現が
課題となる。レールを直接押さえる部材として非金属材料
を使用する場合，既往のレール締結装置では，図 2のよ
うに非金属材料と金属製ばねの組み合わせでばね特性を
実現していた。これは，金属製の板ばねのような，曲げに
起因するたわみにより発揮するばね特性を非金属材料単
独で実現することは，疲労強度の観点から困難であったた
めである。そのため，今回の検討では，非金属材料単独
でばね特性を発揮できる材料と形状の実現を目的とした。
（2）　タイプレート
　現行の直結系軌道用レール締結装置では横圧受け装置
としてタイプレートや横圧受け金具を使用していること
が多い。これらを非金属材料化することによる長所とし
て，部材の体積抵抗率が大幅に向上することから，大電
流に対する電気絶縁性を確保しつつ，既存のレール締結
装置において電気絶縁性を確保するために必要な絶縁板
の機能を統合し，部材点数を減じることがあげられる。
一方で，材料の機械的強度の違いから，耐荷重性能が金
属材料製のものと比較して低下することが予想される。
以上より，今回の検討では，横圧受け装置として十分な
強度を有する材料と形状の実現を目的とした。

2. 3　非金属材料の種別の選定
　前節までの課題を踏まえ，部材に適用する非金属材料

の選定を実施した。選定にあたっては，レール締結装置
の機能維持のための必要強度や許容変形量の観点から比
較的機械的強度やヤング率が大きい繊維強化プラスチッ
クを中心に検討した。その中から，疲労強度，耐候性，
加工性および量産性を考慮し，
・炭素繊維強化プラスチック（以下，CFRP）
・ガラス繊維強化プラスチック（以下，GFRP）
・ガラス短繊維強化熱可塑性プラスチック（以下，FRTP）
の 3種類を選定した。このうち，CFRPについては他の
材料と比較して一般的には電気絶縁性に劣るものの，ば
ね特性の実現性に加え耐腐食性の向上が見込めることか
ら，締結ばねへの適用を検討した。GFRPおよび FRTP
については電気絶縁性に優れることに加え，比較的高い
機械的強度を有していることから，タイプレートへの適
用を検討した。表 1に適用する非金属材料種別，適用対
象とする部材およびその要求性能の一覧を示す。

３．非金属材料の適用性検討

3. 1　�非金属材料を用いたレール締結装置の構造提案と
試作

　適用性の検討にあたって，前節で決定した部材構成と
材料について，これらを組合わせた構造の提案および試
作を実施した。提案した構造の概要を図 3に示す。提案
にあたっては，寸法上の制約条件として，タイプレート
のアンカーボルト用の長穴を既存の軌道スラブ埋込栓の
設置位置と一致させ，互換性を確保するようにした。
CFRP製締結ばねはボルト・ナット締結とし，形状は端
部を曲面に成型した板状とすることでレールの高低調整
に対して締結ばねの姿勢変形によって追随可能な構造で
ある。GFRPおよび FRTP製タイプレートは直結 8形
レール締結装置に使用される絶縁板の機能を統合し部材

図３　提案構造の概要

表１　適用部材および材料種別
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点数を減じつつ，ショルダー部を増厚することで耐横圧
性能および電気絶縁性を高めた構造とした。
　提案構造をもとに，選定材料を用いた部材の試作を実
施した。開発した部材を図 4に，材料構成を表 2に示す。
（1）CFRP製締結ばね（図 4（a），図 4（b））

 エポキシ樹脂を含浸したカーボン繊維織布（プリ
プレグ）を積層し，レール長手方向，レール直角
方向およびその±45℉方向にカーボン繊維を配向
させた補強構造とした。

（2）GFRP製タイプレート（図 4（c），図 4（d））
 エポキシ樹脂を含浸させたガラス繊維の織布を積
層し，加圧成型により製作した。耐荷重性能を付
与するため，ショルダー部は断面の補強繊維の方
向を 90℉上向きに屈曲した構造としている。

（3）FRTP製タイプレート（図 4（e），図 4（f））
 加熱溶融した樹脂を金型に注入する射出成型によ
り製作した。底部を格子状としているのは，中実
構造にした場合に徐冷過程で生じるひずみや残留
応力の影響を低減するためである。

3. 2　要素試験および数値解析による適用性検討
　本節では，試作の前段階で行った要素試験および数値
解析の結果から，目標とする性能を満足するか確認する
ことにより実施した非金属材料の選定部材への適用性検
討について述べる。検討にあたって想定した設計条件は，
設計軸重 170kN，締結間隔は 625mmとした。
（1）　CFRP製締結ばね１）

　CFRP製締結ばねについては，先端ばね特性を試験に
より取得し，現行のレール締結装置で使用されている鋼
製の板ばねと比較した。試験状況および結果を図 5に示
す。従来の直結 8形レール締結装置における締結ボルト
軸力 5kNを想定した荷重範囲 4～12kNにおける先端ば
ね定数は 7.7MN/mとなり，現行の板ばねと比較すると
13倍となったものの，試作した締結ばねが従来用いら
れていた金属製の締結ばねと同程度のばね特性を実現で
きることを確認した。なお，今回得られたばね特性につ
いては，ばねの形状を薄くすることでたわみ量を増やし
ばね定数を小さくするなど，今後形状や寸法を更に検討
することで現行のレール締結装置と同等まで調整してい
くことができると考える。
（2）　GFRP製タイプレート
　GFRP製タイプレートでは，図 6に示す要素試験片を
用いた載荷試験により，ショルダー部の耐荷重性能の評
価を実施した２）。試験片は，タイプレートのショルダー
部隅角部を模擬した形状とし，曲率半径を 10mmおよ
び 19mmとした場合について実施した。要素試験の結

表２　開発品の材料構成

図５　CFRP製締結ばねのばね特性

図６　GFRP製タイプレートの載荷試験

図４　開発した部材
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果，曲率半径 10mmにおいてタイプレート幅に換算し
た耐荷重が 131kN相当となり，設計上最も厳しい曲線
半径 600m未満における，レール締結装置一組当たりに
作用する横圧の設計荷重 54kNに対して十分な強度を有
することを確認した。
（3）　FRTP製タイプレート
　FRTP製タイプレートでは，底部を格子状としたこと
から，最大応力の発生箇所がショルダー隅角部に限らな
いと予想されたため， FEM解析によりレール横圧力に
対する耐荷重性能の評価を行った。FRTPは射出成型に
より樹脂中の短繊維がランダムに配向することから疑似
的に等方性材料とみなした。また，アンカーボルト締結
穴下側の縁部の変位を完全拘束した。直線および曲線半
径 800m以上を想定した荷重 30kNをショルダー部に負
荷した場合の発生応力分布を図 7に示す。タイプレート
の剛性が低く，横圧負荷時には変形により底面の摩擦が
期待できないものと仮定した場合，発生応力の最大値は，
アンカーボルト孔周辺部の 127MPaであり，FRTPの引
張強さ 231MPaを下回っており，耐荷重性能を有するこ
とを確認した。なお，曲線半径 800m未満の条件におい
ても解析を実施した結果，発生応力の最大値が 310MPa
となり，引張強さを上回り，破断に至る可能性があるこ
とを確認したことから，試作品は直線および曲線半径
800m以上への適用を前提として試作することとした。
　以上の検討をもとに，試作した部材の適用範囲を設定した。

４．樹脂部材の設計基準値の算定法の提案

　レール締結装置の疲労破壊に関する安全性の照査は，
組み立てたレール締結装置に対し，列車走行時に発生す
る荷重に相当する試験荷重を繰り返し作用させたときの
応答値を試験により取得し，応答値が設計基準値以内で
あることを確認することにより実施する。ただし，樹脂
材料では，機械的強度の温度依存性や紫外線劣化などの
高分子素材特有の性質があるため，実使用環境条件が部
材強度に与え得る影響を考慮した，樹脂材料の設計基準
値の算定式を暫定的に提案した。算定式を式 (1)に示す。

　　Dsi＝ （Ps－3σ）×（1－CT）×（1－CWA）×（1－CF） 
×（1－CW） (1)

　ここで，Dsiは設計基準値，Psは標準温度物性値，σ
は標準温度物性値の標準偏差，CTは温度低減係数，CWA

は吸水低減係数，CFは疲労劣化低減係数，CWは耐候劣
化低減係数である。式 (1)は，標準温度（23℃）におけ
る物性値について，そのばらつきを見込んだうえで，さ
らに環境条件に応じた材料強度の低減を考慮した設計値
を算定するものである。この算定に用いた各種低減係数
の詳細について以下に述べる。
（1）温度低減係数 CT

 各種の物性試験３）４）５）を実施し，標準温度での標
準物性値に対する－20℃～60℃最低物性値の低減
割合を温度低減係数とした。

（2）吸水低減係数 CWA

 吸湿による機械的強度の低下が生じるFRTPでは，絶
乾時および吸水時の物性値を取得し，絶乾時に対す
る吸水時の物性値の低減割合を吸水低減係数とした。

（3）疲労劣化低減係数 CF

 今回の評価では，大幅な強度低下が生じない疲労
限度以下での使用を想定し，暫定的な値として 0.1
を仮定した。

（4）耐候劣化低減係数 CW

 紫外線の影響は表層の数百 μm以下の領域に留ま
り，内部構造に及ばないため，大幅な強度低下が生
じないと想定し，暫定的な値として 0.1を仮定した。

　上記の特性のほか，樹脂材料の適用にあたっては，さ
らにクリープ特性および耐摩耗特性に関する試験を実施
し，適用する樹脂材料の寸法変化や摩耗対策を十分に検
討する必要がある。以上の検討を踏まえ，低減係数に実
測値および暫定的に仮定した値を設定し，式 (1)より設
計基準値の暫定値を算定した。表 3に算定結果を示す。
今後，基準値を実用化するうえでは今回推定値とした係
数について，材料特性評価を適切に行い設計基準値の精
度を高める必要がある。

５．試作品の性能確認試験

　本章では，試作品について組立状態での実軌道への敷
設可能性を検証するため，鉄道構造物等設計標準・同解
説　軌道構造６）に準拠し性能確認試験を実施した。試験
は CFRP製締結ばねを共通とし，タイプレートを GFRP
および FRTPとした 2種類について実施した。本稿では
ふく進抵抗試験，横圧強度試験，静的・動的二方向載荷
試験および電気絶縁抵抗試験について記述する。 

図７　FRTP製タイプレートの解析結果（発生応力）
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5. 1　ふく進抵抗試験
　直結系軌道で用いられるレール締結装置については，
構造物に伝達するレールの温度荷重が過大にならないよ
う，適切なふく進抵抗力を有していることが望ましく，
その目安値は 5kN/m/レールである６）。ふく進抵抗試験
の結果を表 4に示す。締付トルク 60N・mで締結したと
ころ，10.2kNであった。この値は，締結間隔 625mm
で換算した締結装置 1組あたりのふく進抵抗力の目安値
3.1kNよりも過大であった。また，締付トルクを下げて
30N・mで締結した状態でも締結装置 1組あたりのふく
進抵抗力は 6.2kNと，目安値よりも大きい値を示した。
実軌道上での適用にあたっては，敷設条件に応じて
CFRP製締結ばねの形状変更や，レール底部との接触部
の摩擦を低減する等の改良を行いふく進抵抗力を低減す
る必要がある。以降の試験では締付トルクを 30N・mと
し，できる限りふく進抵抗力を目安値に近づけた状態で
実施した。

5. 2　横圧強度試験
　試作品の横圧に対する耐荷重性能の確認のため実施し
た，横圧強度試験の結果を図 8に示す。2種類の開発品
それぞれについて，曲線半径 600m未満の軌道条件にお
ける設計水平荷重 60kNよりも低い荷重でタイプレート
が滑動し，特に FRTPタイプレートについては図 9のよ
うにアンカーボルト締結部の金属製フレームと FRTP材
料付近で破壊が生じた。当初想定していた横圧強度が確
認できなかったため，以降の試験では，軌道条件を曲線
半径 600m以上とし，設計水平荷重を 45kNに設定した。

5. 3　静的・動的二方向載荷試験７）

　二方向載荷試験は，レール締結装置一組に対する方法
を採用した。表 5に示す条件に基づき算定した設計作用
と，別途実施した鉛直ばね定数試験，横方向ばね定数試
験，先端ばね定数試験の結果を用いて，レール小返り解
析モデル８）により定めた載荷試験の荷重条件および載
荷角度を表 6，図 10に示す。なお，荷重条件が GFRP
と FRTPで異なる理由は，供試体ごとの各種ばね定数試
験結果の違いが，レール締結装置一組あたりの分散荷重
に影響を及ぼしたためである。
　静的二方向載荷試験で発生した部材の発生応力を図
11～図 13に示す。GFRP製タイプレート，FRTP製タ
イプレートともに A荷重作用時に発生した最大引張応
力および最大圧縮応力が表 3で提案した材料の設計基
準値を下回ることを確認した。
　また，表 6の条件で実施した動的二方向載荷試験の結
果，100万回載荷後，試作品にボルト・ナットのゆるみ
は生じておらず，構成部材の外観に顕著な摩耗等はみら
れなかった。また，載荷中のボルト軸力およびレール変
位の大きな変動はみられなかった。

表３　低減係数と算定した設計基準値（暫定）

図８　横圧強度試験の結果

表５　設計条件

表４　ふく進抵抗試験結果

図９　横圧強度試験の破壊状況（FRTP）
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5. 4　電気絶縁抵抗試験７）

　試作品の電気絶縁性の向上効果の確認のため，電気絶
縁抵抗試験を実施した。電気絶縁抵抗試験は，アースし
た電極上に置いたコンクリートブロックにレールを締結
し，レール―アース間に交流 10Vを印加し電気絶縁抵抗
値を取得する試験である。試験条件として，乾燥状態，
降雨状態（時雨量 100mm相当の水道水を散布），汚損状
態（時雨量 100mm相当の 0.1%食塩水を散布）を設定
した。汚損状態は，塵埃が堆積し湿潤状態といった，電
気絶縁性にとって厳しい環境を模擬した条件である。試
験は 2種類の試作品および現行品の直結 8形レール締結
装置について実施した。散布と同時に測定を開始し，飽
和した時点での電気絶縁抵抗値を図 14に示す。全ての

試験条件において，乾燥状態，降雨状態，汚損状態とな
るにつれて電気絶縁抵抗値が低下したものの，表 5の設
計条件より定めた電気絶縁抵抗値の設計基準値 1.6kΩ
を上回ることを確認した。ここで，2種類の試作品につ
いては，最も厳しい試験条件である汚損状態であっても，
現行品と比較して設計基準値に対して十分大きな電気絶
縁抵抗値を有することを確認した。このことから，試作
品は，試験の設定よりも厳しい汚損状態や，高い電位差
が生じる環境であっても，現行品より高い電気絶縁性を
確保可能な構造であると考えられる。
　以上，5.3節および 5.4節の結果より，表 4に示すレー
ル押え力およびふく進抵抗力の条件においては，2種類
の試作品が在来線の曲線半径 600m以上の区間に敷設可
能な性能を有しており，実軌道に敷設可能である見通し
を得た。ただし，5.1節に示したように，今回試作した
CFRP締結ばねではふく進抵抗力が一般に構造物の設計
作用として用いられる 5kN/m/レールを超過しているこ
とから，実軌道への敷設にあたっては締結ばね形状の見
直し等によるふく進抵抗力の低減が課題である。

６．まとめ

　本稿では，非金属材料を主材料としたレール締結装置
の実現可能性を検証した。直結系軌道用レール締結装置
のタイプレートおよび締結ばねを対象とし，非金属材料
の適用性を検討した。また，検討結果を踏まえ試作した
レール締結装置の性能確認試験を実施した。その結果，
締結ばねを CFRP製とし，タイプレートを FRTP製およ
び GFRP製として試作した 2種類のレール締結装置に

図12　二方向載荷試験結果（GFRP） 図 13　二方向載荷試験結果（FRTP）

図 11　二方向載荷試験結果（CFRP）
図 14　電気絶縁抵抗試験結果

（測定周波数2.02kHz）

図 10　載荷角度

表６　二方向載荷試験の荷重条件
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ついて実施した二方向載荷試験および電気絶縁抵抗試験
の結果から，在来線・曲線半径 600m以上の曲線区間の
設計条件で敷設可能な性能を有することを確認し，非金
属材料を主材料としたレール締結装置の実用化の見通し
を得た。一方で，今回の形状ではふく進抵抗力が目標値
を超過していたことや，急曲線区間への展開を見据える
と，使用条件に合わせて材質や形状等を選定する必要が
あり，今後，構造を改良していくうえでの課題とする。
　なお，本研究の成果の一部は，東レ株式会社と東レ・
カーボンマジック株式会社，ならびに株式会社日本コン
ポジット工業との共同研究により得られたものである。
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